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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

総括研究報告書 

 

ネットワーク社会における地域の特性に応じた肝疾患診療連携体制の構築 

 

研究代表者：金子 周一 金沢大学医薬保健研究域医学系 教授 

 

研究要旨：B型・C型肝炎ウイルス（以下HBV・HCV）に対する抗ウイルス療法は近年劇的に

進歩し、肝硬変および肝がんへの進展阻止が有効に行われている。また、画像診断を中心

とする肝がんのサーベイランスが行われている。こうした状況にもかかわらず、肝炎ウイ

ルス感染者が肝臓専門医（以下専門医）へ紹介されない、非肝臓専門医（かかりつけ医）

から専門医への紹介がなされないといったことによって、せっかくの抗ウイルス療法が導

入されない、あるいは肝がんのサーベイランスが実施されていないことが生じている。今

回、肝炎ウイルス陽性者が適切に専門医へ紹介される仕組みを構築することを目的に研究

を行った。肝炎ウイルス陽性者の専門への紹介の実情や問題点を明らかにする目的で、石

川、佐賀、福岡、愛媛、京都府各府県医療機関を対象にほぼ共通のアンケート調査を行っ

た。いずれの府県においても、肝炎ウイルスに感染しているにもかかわらず専門医へ紹介

しない理由として、患者の拒否が最多であった。患者が紹介を断る理由としては、高齢、

多忙、無症状、交通の手段がないことなど挙げられた。担当医が肝炎ウイルスに感染して

いるにもかかわらず治療が不要と判断する理由としては、いずれの府県においても高齢、

認知症・難治性疾患の存在、肝機能正常、施設入所などが挙げられた。また各班員が以下

の取り組みを行った。妊婦健診における肝炎ウイルス陽性者を専門医へ受診勧奨するシス

テムを全県下で運用し、産前・産後の専門医への受診状況を確認した所、特に乳幼児健診

が、受診状況確認の機会として有用と考えられた（石川）。肝炎ウイルス陽性者の診療情

報を、ICTを用いて拠点病院－専門医療機関間で共有するシステムを運用した。ICTを用い

ることで、従来の紙媒体に比べて効率よく肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関への受診確

認を行うことができた（石川）。外部の検査会社における肝炎ウイルス検査状況を調査し

たところ、年間約75000件の検査を受注していた。かかりつけ医が外部の検査会社に肝炎

ウイルス検査を依頼した際に、受検者に結果確認及び陽性時の専門医療機関受診を促すリ

ーフレットを作成し、外部の検査機関と協力し、配布した（石川）。かかりつけ医におけ

る高齢者の肝炎ウイルス陽性者の専門医への紹介状況を明らかにするため、高齢者を診療

する機会が多い3医療機関において肝炎ウイルス陽性者の臨床背景、予後、専門医への紹

介状況を調査した。その結果、高齢者では、認知症、麻痺、さらに交通の便の問題から、

肝炎ウイルス陽性にも関わらず専門医を受診できない症例が多かった（石川）。2次医療 

研究要旨：B型・C型肝炎ウイルス（以下HBV・HCV）に対する抗ウイルス療法は近年劇的に進歩

し、肝硬変および肝がんへの進展阻止が有効に行われている。また、画像診断を中心とする肝

がんのサーベイランスが行われている。こうした状況にもかかわらず、肝炎ウイルス感染者が

肝臓専門医（以下専門医）へ紹介されない、非肝臓専門医（かかりつけ医）から専門医への紹

介がなされないといったことによって、せっかくの抗ウイルス療法が導入されない、あるいは

肝がんのサーベイランスが実施されていないことが生じている。これらの問題点を解決するた

めには、かかりつけ医、専門医に加えて、自治体、薬剤師、検診機関なども加えた効率的な肝

炎診療連携を構築することが重要である。肝炎対策には居住地域による取り組みの違いがみら

れ、より良い対応を行うためには、地域の特性に応じた対策が必要である。研究代表者は、先

行研究「地域に応じた肝炎ウイルス診療連携体制の構築に資する研究（H30～R2）」において、

地域における肝炎診療連携体制の問題点を明らかにし、様々な取り組みを行い、解決を図っ

た。この先行研究において、Information and Communication Technology（ICT）等を用いた遠

隔診療やかかりつけ医・専門医療機関・拠点病院による診療情報共有の必要性、有用性を明ら

かにした。本研究では、先行研究において必要性と有用性が示されたICT等を駆使して、地域の

特性を生かした肝炎患者の診療連携体制を確立する方法論やモデルケースの創出を行う。 

 今年度は、石川県は、いしかわ診療情報共有ネットワーク、佐賀県はピカピカリンク、福岡

県（久留米地域）はアザレアネット、愛媛県はHiMEネット、新潟県（佐渡島）はさどひまわり

ネット、といった地域医療情報ネットワーク（以下、地域ネット）、鹿児島県はケーブルテレ

ビといった既存のICT等の肝炎診療連携への応用を開始した。石川県では、拠点病院が従来紙ベ

ースで行ってきた肝炎ウイルス陽性者のフォローアップにICTを利用することで、より正確に肝

炎ウイルス陽性者の専門医療機関の受診状況を把握できることを明らかにした。これにより、

フォローアップ事業の効率化を図ることが可能と考えられた。また佐賀県では、ICTを利用して

肝炎ウイルス陽性者の拾い上げの取り組みを開始した。さらにオンライン会議システムを用い

た遠隔診療を予定している。愛媛県では、肝癌に対する分子標的薬、レンバチニブを服用中の

患者を対象にHiMEネットのSNSアプリを用いた薬薬連携を開始した。これにより、診察医の処方

意図、副作用のモニタリング等に関して、処方医と薬剤師間で迅速な情報共有が可能になっ

た。一方、福岡県筑後地区、新潟県佐渡島には、それぞれ、地域ネットが存在していたもの

の、これまで肝炎診療連携に関する運用実績がほとんど存在しなかったが、今年度から肝炎診

療連携への利用を開始した。今後の積極的な運用により、それぞれの地区の肝炎診療レベルの

改善に利用されることが期待できる。鹿児島県には利用可能な地域ネットが存在しなかったた

め、島嶼部において世帯加入率の高いケーブルテレビを用いた啓発活動を開催し、島民から一

定の評価をえた。肝炎情報センターの考藤班員は、令和元年度、2年度、全国の拠点病院を対象

とした病診連携指標調査を行った。診療情報提供書、患者手帳等を使っての診療連携実施率は

20-30％にとどまっていた。今後はICT等を活用して、かかりつけ医から専門医療機関や拠点病

院への診療情報提供共有を円滑に行うためのシステム構築等が必要と考えられた。広島大学田

中班員は、様々なパラメーターから都道府県毎の肝炎対策をレーダーチャートにより視覚化し

た。次年度以降も、それぞれの地域でICT等の肝炎診療連携への応用を拡充し、効果検証を行

い、長所や短所を明らかにする。 
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A. 研究目的 

B 型・C 型肝炎ウイルス（HBV・HCV）に

対する抗ウイルス療法は近年劇的に進歩し、

肝硬変および肝細胞がん（肝がん）への進

展阻止が有効に行われている。また、画像

診断を中心とする肝がんのサーベイランス

が行われている。我が国では肝炎対策基本

法、それに基づく肝炎対策指針、また、肝

炎研究 10 カ年戦略など、ウイルス性肝炎

への対策が示されている。 

こうした状況にもかかわらず、肝炎ウイ

ルス陽性者が肝臓専門医へ紹介されない、

非肝臓専門医（かかりつけ医）から肝臓専

門医（以下専門医）への紹介がなされない

といったことによって、せっかくの抗ウイ

ルス療法が導入されない、あるいは肝がん

サーベイランスが実施されていないことが

生じている。また、肝炎対策には居住地域

による取り組みの違いがみられ、より良い

対応を行うためには、地域の特性に応じた

対策の構築が必要である。具体的には、そ

れぞれの地域に適した肝疾患診療連携拠点

病院（以下拠点病院）、肝疾患専門医療機

関（以下専門医療機関）、非肝臓専門医、

行政機関や検診機関、医師会、薬剤師等が

一体となった連携体制の確立が必要である。 

研究代表者は、先行研究「地域に応じた

肝炎ウイルス診療連携体制の構築に資する

研究（H30～R2）」において、地域におけ

る肝炎診療連携体制の問題点を明らかにし、

様々な取り組みを行い、解決を図った。こ

の研究で、患者は交通手段がない、多忙な

どを理由にかかりつけ医による専門医への

紹介を断る実態が明らかになった。このこ

とは、専門医による WEB 等を用いた遠隔診

療支援の必要性を示している。また、肝炎

診療連携体制を構築しているにもかかわら

ず、各診療機関における患者情報が十分に

共有されておらず、より有効で効率的な連

携体制の構築が求められていた。さらに、

この先行研究において、石川県では

Information and Communication 

Technology（ICT）を活用し、拠点病院－

専門医療機関間の肝炎ウイルス陽性者の診

療情報共有を開始した。ICT を用いること

で、拠点病院は、正確に肝炎ウイルス陽性

者の専門医療機関受診状況を把握すること

ができ、拠点病院による未受診者への重点

的な専門医療機関への受診勧奨が可能にな

った。 

本研究では、先行研究において必要性と

有用性が示された ICT等を駆使して、地域

の特性を生かした肝炎患者の診療連携体制

を確立する方法論やモデルケースの創出を

行う。 

 本研究には、肝炎診療連携への ICT等の

応用を開始している愛媛、佐賀、石川及び

県土が広い、島嶼部を有する、人口密集地

を有するなど ICT 等の応用が喫緊の課題で

ある鹿児島、福岡、新潟、各県の拠点病院

の研究分担者が、以下のように各県毎に

様々な方式で肝炎診療連携に ICT等を用い

る。さらに疫学班（研究代表者 田中純子）

と連携し、これらの県における肝炎診療連

携体制の現状や問題点を様々なパラメータ

ーを用いて比較分析する。また本研究を通

じて実施した各種取り組みの効果を政策拡

充班（研究代表者 考藤達哉）と連携し、

各種肝炎指標を用いて評価する。 
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B. 研究方法 

1) アンケート調査（全体研究） 

肝炎ウイルス陽性者を対象として、肝炎

ウイルス陽性者自身が、肝炎ウイルス検査

の記録、携帯を希望するかどうか、希望す

るのであればどのような記録法（紙、電子

媒体など）を希望するかのアンケート調査

を行うこととした。班員間で討論を行い、

アンケートを作成し、令和3年度末時点で、

金沢大学医学倫理審査委員会で一括審査中

である。 

2) ICT を用いた拠点病院と肝疾患専門医

療機関の診療連携体制の構築（石川県

-金子） 

石川県及び石川県医師会が県内で運用し

ている「いしかわ診療情報共有ネットワー

ク」（ID リンクシステムを利用）を用い

て、拠点病院（金沢大学附属病院）と肝疾

患専門医療機関間の診療情報共有を開始し

た。対象者は、拠点病院によるフォローア

ップ事業である「石川県肝炎診療連携」に

参加同意した者とした。石川県、石川県医

師会、専門医療機関と合意形成・運用法の

調整を行い、運営母体である｢いしかわ診

療情報共有ネットワーク協議会｣で承諾を

得て、平成 30年 11月末から運用を開始し

た。「いしかわ診療情報共有ネットワーク」

を使用した診療情報共有に関しては、「い

しかわ診療情報共有ネットワーク同意書」

を用いて対象者から同意を取得した。 

平成 30 年 11 月から開始した ID リンク

を用いた拠点病院と専門医療機関による診

療情報共有は、拠点病院と専門医療機関の

療法に ID を有する者を対象としていた。

拠点病院の ID を有しない患者に関しても

拠点病院から、専門医療機関の診療情報を

ID リンクによる閲覧を可能にするために、

拠点病院内に仮想の医療機関「金沢大学附

属病院肝疾患相談センター」を設置した。

金沢大学附属病院肝疾患相談センターの設

置に関しては、｢いしかわ診療情報共有ネ

ットワーク協議会｣で承諾を得た。石川県

肝炎診療連携参加者から同意を取得し、金

沢大学附属病院肝疾患相談センターと専門

医療機関の間で IDリンクの紐付けを令和 4

年 1月から開始した。 

3) 離島における肝疾患診療連携体制の確

立（鹿児島－井戸） 

 島嶼部においてケーブルテレビを用い

た疾患啓発活動を行う。 

 種子島の医療機関（医療センター、公

立病院、診療所）と鹿児島県の肝疾患

診療連携拠点病院である鹿児島大学病

院が連携し、ICT等を用いた診療支援体

制を構築し、受検・受診・受療率の向

上を図る。 

4) 佐賀県診療情報地域連携システムを活

用した、かかりつけ医からの紹介率向

上に向けた取り組み（佐賀－磯田） 

佐賀県では、ID リンクを活用した佐賀

県診療情報地域連携システム（通称ピカピ

カリンク）を積極的に運用してきた。今回、

診療情報開示施設で肝炎ウイルス検査を実

施した患者が退院して閲覧施設へ戻った際

に、かかりつけ医がピカピカリンクを活用

して肝炎ウイルスの結果を確認し、未介入

の場合には患者専門医への受診を促す取り

組みを開始した。 

5) オンライン会議システムを活用した、

かかりつけ医への肝炎診療支援の試み
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（佐賀－磯田） 

肝臓専門医が不在なため、抗ウイルス治療

を導入できる指定医療機関に手上げできな

い医療機関、あるいは肝がんスクリーニン

グための腹部エコーを実施できない医療機

関が存在する。今回、そのような医療機関

に対して、佐賀大学肝疾患相談センターの

肝臓専門医が、オンライン会議システムを

利用した診療支援を行うための準備を行っ

た。 

6) 福岡県筑後地区における ICT を活用し

た肝炎診療の試み（福岡－鳥村） 

福岡県筑後地区には、ID リンクを活用

した地域医療連携システム、通称「アザレ

アネット」が存在する。アザレアネットを

肝炎診療に応用できるかどうかを考察した。 

7) HiMEネットを用いた診療連携体制の構

築に向けた検討（愛媛－日浅） 

 愛媛大学医学部附属病院では、Human 

Bridge のシステムを用いた HiME ネットを

運用している。今回、HiMe ネットの肝炎

診療連携の有用性を以下の点から検討した。 

 HiMEネット参加医療機関と県内分布 

ネットワーク参加医療機関の施設数、地

域毎の分布等を検討した。 

 SNS連携による副作用モニタリング 

肝がんのレンバチニブ治療時の副作用

モニタリングの実施状況を調査した。 

8) DAA 治療後 C 型肝炎患者の適切なフォ

ローアップの設定と情報共有方法の検

討（愛媛－日浅） 

愛媛県内の多施設共同研究グループであ

る Ehime kan-en network (EKEN network)

所属 10 施設（愛媛大学医学部附属病院、

松山赤十字病院、愛媛県立中央病院、済生

会今治病院、松山市民病院、済生会松山病

院、市立宇和島病院、県立今治病院、愛媛

県立新居浜病院、愛媛医療センター）で実

施した DAA治療例を対象に、肝発癌、静脈

瘤発生/増悪の危険因子を同定し、リスク

を層別可能か検討した。 

9) 佐渡島における ICT を活用した肝疾患

診療（新潟－寺井） 

佐渡島には、2012 年から通称｢さどひま

わりネット｣という地域ネットが存在する。

これは佐渡島内の病院や診療所・薬局・福

祉施設をネットワークで結びつけ、情報を

共有するシステムである。本研究では、さ

どひまわりネットを肝疾患診療（特にウイ

ルス性肝炎）へ活用する取組を行った。今

年度は、さどひまわりネットを用いたウイ

ルス性肝炎患者の拾い上げ及びひまわりネ

ットを用いた地域連携パスの運用を行った。 

10) 疫学的視点からみた自治体肝炎対策の

比較と課題提示に関する研究（広島大

学 田中） 

肝癌罹患・死亡の現状、肝炎ウイルス検

査受検状況、各種肝炎・肝癌対策の取り組

み実施率を算出し、視覚化を試みた。 

対象とした都道府県は、岩手・東京・神

奈川・新潟・石川・京都・広島・愛媛・福

岡・佐賀の 10府県である。 

解析に用いた資料は以下の通りである。 

 都道府県別にみた肝癌死亡数、粗

肝癌死亡率（人口動態統計より） 

 都道府県別にみた肝癌罹患率（国

立がんセンター がん統計） 

 都道府県別にみた 10万人当たり肝

疾患専門医数（日本肝臓学会より） 

 各自治体における肝炎ウイルス検
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査の実績（厚生労働省健康局が

ん・疾病対策課肝炎対策推進室） 

 肝炎ウイルス検査受検率（令和 2

年度 肝炎ウイルス検査受検状況等

実態把握調査（国民調査）） 

 令和 2年度 都道府県肝炎対策取組

状況調査（厚労省肝炎対策推進室

調べ） 

 検討した項目は以下である。 

 人口動態統計による肝癌死亡の状況 

 公的事業（健康増進事業実施分、特定

感染症検査等事業実施分）による肝炎

ウイルス検査受検者数 

 10 万人当たりの肝臓専門医数(2020 年

現在) 

 都道府県別にみた肝炎対策取り組み等

スコア（レーダーチャート）の提示 

11) 病診連携指標の評価、運用方法の検討

（国立国際医療研究センター－考藤） 

「肝炎の病態評価指標の開発と肝炎対策へ

の応用に関する研究」班（指標班）（研究

代表者：考藤達哉）では、平成 29 年度に

肝炎医療指標（33）、自治体事業指標

（21）、拠点病院事業指標（20）を作成し

た。平成 30年度、平成 31年度、令和元年

度、令和 2年度には、これらの指標を拠点

病院へのアンケート調査、拠点病院現状調

査（肝炎情報センターで実施）、都道府県

事業調査（肝炎対策推進室で実施）から評

価した。 

本研究では、指標班（平成 29〜令和元

年度）・拡充班（令和 2年度〜）との連携

により、院内連携、病診連携に関係する指

標として電子カルテを用いた院内連携、ウ

イルス肝炎検査陽性者の受診、C 型肝炎治

癒後のフォロー等に関する指標を主に評価

した。令和元年度、令和 2年度、令和 3年

度には、肝炎医療指標調査の中で病診連携

指標を調査した。拠点病院に対しては全

71 拠点病院を対象に、専門医療機関に対

しては、指標班が抽出した 10 都道府県に

各 5 専門医療機関の選択を依頼し、全 50

専門医療機関を対象に、同じ病診連携指標

を用いてパイロット調査を実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

石川県で行った研究に関しては、金沢大

学医学倫理審査委員会により審査、承認の

上実施した。（研究題目：石川県における

肝炎ウイルス検診陽性者の経過に関する解

析 2018-105 (2871))。また、新潟大学の

研究に関しても、新潟大学倫理審査委員会

で承認を得ている（承認番号 2021-0202）。

その他の分担研究者の実施した研究に関し

ては、個人情報を取り扱うことはない。し

たがって厚生労働省「人を対象とする医学

系研究に関する倫理指針」（平成 26 年 12

月 22 日）を遵守すべき研究には該当しな

い。 

 

C. 研究結果 

1) アンケート調査（全体研究） 

肝炎ウイルス検査を受検したにもかかわ

らず担当医が結果を患者に説明していない

事例、肝炎ウイルス検査の結果説明を受け

たにもかかわらず患者が結果をしっかりと

理解できていない事例が存在する。また、

C 型肝炎に関しては、ウイルス駆除後も

HCV 抗体が陽性となるため、持続感染状態

との鑑別が問題になる場合がある。こうし
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た事により、同一の患者に複数回の肝炎ウ

イルス検査、HCV RNA 検査が実施されてい

ることも多い。これらの問題点を解決する

ために、肝炎ウイルス検査や治療情報を紙

媒体や電子媒体として記録し、患者自身が

携帯することが有用と思われる。今回、患

者自身が肝炎ウイルス検査の記録、携帯を

希望するかどうか、希望するのであればど

のような記録法（紙、電子媒体など）を希

望するかのアンケート調査を行うこととし

た。今年度は、班員間で討論を行い、調査

内容を決定した。（図 1） 

令和 3年度末時点で、金沢大学医学倫理

審査委員会で一括審査中である。アンケー

トは、令和 4年度に、金沢大学、鹿児島大

学、佐賀大学、久留米大学、新潟大学、及

び富山、福井の拠点病院で実施予定である。 

 

図 1アンケート案 

 

 

 

2) ICT を用いた拠点病院と肝疾患専門医

療機関の診療連携体制の構築（石川県

-金子） 

 IDリンクを用いた診療情報共有の有用

性に関する研究 

石川県では、肝炎ウイルス検診陽性者を

対象に、拠点病院が経年的なフォローアッ

プ行う「石川県肝炎診療連携」を平成 22

年度から実施してきた。石川県肝炎診療連

携の参加同意者には年一回の専門医療機関

への受診を促すリーフレットと調査票が拠

点病院から郵送される。患者は、調査票を

持参し専門医療機関を受診し、専門医療機

関の肝臓専門医は、調査票に診療結果を記

載する。調査票は、拠点病院へ返送される。

拠点病院では返送された調査票により専門

医療機関の受診を確認し、治療内容、病態

などをデータベース化している。調査票の

拠点病院への返送率は、平成 22 年度は

100%であったが、その後低下し、近年では

40～50%にとどまっている。その一因とし
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て、専門医療機関を受診したにもかからず

調査票を拠点病院へ送付していないケース

が相当数存在すると推測された。さらに、

調査票で収集可能な診療内容は限られた情

報であるため、調査票だけでは、専門医療

機関での診療内容の確認が困難である。ま

た、専門医療機関の診療内容に関して、拠

点病院から専門医療機関にフィードバック

する方法がない、といった課題が存在して

いた。こういった診療連携の課題を解決す

るために、専門医療機関と拠点病院間の診

療情報共有による共同診療及び拠点病院に

よる診療支援の促進を目的に ICTの一つ ID

リンクシステムを利用することとした。 

石川県では県内医療機関間の診療情報の

共有による共同診療の促進を目指して、ID

リンクシステムを利用した診療情報共有ネ

ットワークシステム｢いしかわ診療情報共

有ネットワーク｣を積極的に運用してきた。

県内 20の全ての専門医療機関が｢いしかわ

診療情報共有ネットワーク｣に加入し、診

療情報を他院へ提供可能なサーバー設置施

設である。石川県肝炎診療連携参加同意者

を対象に H30年 10月から IDリンクシステ

ムを用いた専門医療機関と拠点病院間の診

療情報共有を開始し、R4年 3月末時点で、

138名、18の専門医療機関と拠点病院間で

診療情報の共有が可能となった。ID リン

クを利用して専門医療機関の診療情報を閲

覧することの有用性を令和 2 年度と令和 3

年度解析した(図 2)。 

従来の紙媒体である調査票の郵送による

専門医療機関の受診率は令和 2 年度 43.5%、

令和 3年度 49.2%だったが、IDリンクを併

用することで実際の専門医療機関の受診率

は、令和 2 年度 90.8%、令和 3 年度 89.8%

であった。IDリンク ICTを用いることで、

従来の紙媒体の郵送による受診確認と比べ

て、より正確に肝炎ウイルス陽性者の専門

医療機関への受診確認を行うことができた。

さらに、患者の生死情報、専門医療機関を

受診しているにもかかわらず、肝臓・消化

器専門医を受診していない患者が存在する

ことも把握できた。 

図 2 IDリンクによる専門医療機関受診確認 

 

 仮想医療機関｢金沢大学附属病院肝疾患

相談センター｣の設置と肝炎診療連携へ

の応用 

ID リンクによる医療機関間の診療情報

共有・閲覧は、ネットワーク内に ID を有

する（＝受診歴がある）医療機関の間での

み ID を紐付けのすることで可能になる。

令和 2 年度から開始した ID リンクの肝炎

資料連携への応用は、拠点病院と専門医療

機関の両方に ID を有する患者しか実施で

きなかった。しかし、石川県肝炎診療連携

参加同意者の約 75%は拠点病院の IDを有し

ていないため、拠点病院との診療情報の共

有ができない患者が数多く存在した。その

ため拠点病院に ID がない患者に関しても、

拠点病院からの診療情報閲覧が可能になる
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ような対策が必要と考えられた。この課題

を解決するために、閲覧専用の仮想の医療

機関「金沢大学附属病院肝疾患相談センタ

ー」を設置し、専門医療機関と「金沢大学

附属病院肝疾患相談センター」間での情報

共有を行うこととした。石川県肝炎診療連

携に参加者全員に金沢大学附属病院肝疾患

相談センター内の ID を割り振ることで、

全ての患者で、専門医療機関との診療情報

共有が可能である。令和 4年 1月から順に

患者自身から同意を取得して、専門医療機

関と仮想医療機関、金沢大学附属病院肝疾

患相談センターとの紐付けを開始した。 

 

3) 離島における肝疾患診療連携体制の確

立（鹿児島－井戸） 

 コロナ禍において対面での開催が困難

となった肝疾患啓発活動としての市民

公開講座を、島嶼部において世帯加入

率の高いケーブルテレビを用いて行い、

一定の反響を得た。 

 種子島（人口3万人の医療圏）での診療

支援体制の構築を目指し、図3のように

地域における中核病院と診療所との連

携や地域保健所との連携に取り組んだ。 

図3 種子島における肝炎診療連携体制 

 

 

4) 佐賀県診療情報地域連携システムを活

用した、かかりつけ医からの紹介率向

上に向けた取り組み（佐賀－磯田） 

一般的に高次医療機関に入院した際には、

入院時スクリーニングや手術前検査として

肝炎ウイルス検査が実施されることが多い。

2020 年に先行研究班で実施した、佐賀県

の 3次肝疾患専門医療機関における、院内

で肝炎ウイルス検査陽性と判明した患者の

肝臓専門医への紹介状況に関する調査（対

象時期：2019 年 11 月 1 日〜2019 年 11 月

30 日）では、紹介率は HBV16.3%、HCV 

12.6%と非常に低率であった。佐賀大学医

学部附属病院単独では、陽性と判明後にコ

ンサルテーションやカルテ記載等の対応が

一切されていない症例は 26.5%であった。

非常に重篤な他疾患で入院したため肝炎へ

の対応は後回しにされる、短期入院のため

入院中に肝炎への介入が困難といった医療

機関側の問題や、一度聞いても理解できな

い、覚えていないといった患者側の理由も

明らかとなった。 

佐賀県では、ID リンクを活用した佐賀

県診療情報地域連携システム（通称ピカピ

カリンク）を積極的に運用してきた。令和

3 年度末時点で、参加施設は診療情報開示

施設は 15 と閲覧施設 383 で、佐賀大学医

学部附属病院を含む、全ての 3次肝疾患専

門医療機関は開示施設として参加している。

今年度は佐賀県診療情報地域連携システム

協議会と連携を行い、診療情報開示施設で

肝炎ウイルス検査を実施した患者が退院し

て閲覧施設へ戻った際に、かかりつけ医が

ピカピカリンクを活用して肝炎ウイルスの

結果を確認し、未介入の場合には患者に説

明し肝臓専門医への受診を促して頂くよう
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に、佐賀県医師会が開催する研修会で説明

や周知を行なった。今後、佐賀大学医学部

附属病院で実施された肝炎ウイルス検査の

陽性者への介入状況の調査や、未介入のま

ま退院した患者のかかりつけの病院に対し

て、肝臓専門医への紹介を依頼する取り組

みを行う。 

5) オンライン会議システムを活用した、

かかりつけ医への肝炎診療支援の試

み（佐賀－磯田） 

2019 年度に先行研究班で実施した佐賀

県における肝疾患診療連携の現状調査では、

かかりつけ医が患者を肝疾患専門医療機関

に紹介しない理由は、「患者自身が紹介を

断る」が最も多く(20.5%)、更にその理由

では「忙しい・時間がない」「他の病院に

行きたくない」「交通手段がない」といっ

たものもあり、かかりつけ医に紹介を促す

だけではなかなか紹介が難しい患者が存在

することも判明した。そこで本研究では、

肝臓専門医がオンラインを活用してかかり

つけ医を診療支援することで、肝炎患者が

肝疾患専門医療機関へ紹介・受診しなくて

も、かかりつけ医に通院しながら肝炎治療

を受けられるような仕組みを構築すること

を試みた。 

一つ目の取り組みとして、肝臓専門医が

不在なため、抗ウイルス治療を導入できる

指定医療機関に手上げできない医療機関に

対して、佐賀大学肝疾患相談センターの肝

臓専門医が、オンライン会議システムを利

用した診療支援を開始した。これにより、

これまで抗ウイルス療法を導入できなかっ

た医療機関も指定医療機関の認定を受ける

ことが可能になり、公費助成制度を利用し

た抗ウイルス療法の利便性が向上すること

が期待できる。二つめの取り組みと措定、

肝がんスクリニーニングための腹部エコー

を実施できない医療機関に対して、佐賀大

学肝疾患相談センターの肝臓専門医が、オ

ンライン会議システムを利用した腹部エコ

ーの診療支援を行うための準備を行った。

今年度は、株式会社 NTTドコモやキャノン

メディカルシステムズ株式会社の協力のも

と、町立太良病院や小城市民病院と佐賀大

学医学部附属病院間で実証実験を開始し、

来年度も継続する。 

 

6) 福岡県筑後地区におけるICTを活用し

た肝炎診療の試み（福岡－鳥村） 

福岡県筑後地区には、ID リンクを活用

した地域医療連携システム、通称「アザレ

アネット」が存在する。情報開示施設は 7

医療機関(うち 5 医療機関は久留米大学と

同系列の病院)であり、情報閲覧施設は、

94医療機関(個人病院 24施設、診療所など

70 施設)であった。情報閲覧施設のメリッ

トとしては、データを直接閲覧したり、医

師の記録まで閲覧できたりするので、専門

医の考え方などを学ぶことができる。しか

しながら、情報閲覧は、上記のように一方

通行であり、情報閲覧施設に存在する診療

情報は情報開示施設から閲覧することはで

きない。一方情報開示施設のメリットとし

ては、診療情報提供書など紙媒体などで準

備する必要がなくなる。また情報開示施設

同士であれば双方向で閲覧ができることな

どである。次年度以降、アザレアネットを

利用した肝炎患者の診療情報共有を開始す

る。 
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7) HiMEネットを用いた診療連携体制の構

築に向けた検討（愛媛－日浅） 

HiMEネット参加医療機関と県内分布 

2021年 11月時点で HiMEネット参加施設

は 51 施設であった。地域別の分布は、当

施設が立地する中予地区が 67%を占め、東

予地区が 12%、南予地区が 21%であった。

さらに、25 診療所のうち 24 施設は非肝臓

専門医が所属していた。 

 SNS連携による副作用モニタリング 

肝癌のレンバチニブ治療時の副作用モニ

タリングの実施状況を調査した。これまで

愛媛大学病院では、FAX による施設間薬剤

情報連絡書を用いた薬薬連携を以前より実

施していた。しかし、保険薬局からの回答

が当日夕方または翌日になることも多く、

病院薬剤師が内容を見て対応するまでには

時間を要していた。これを、HiME ネット

及び SNS連携アプリを用いることで迅速な

対応が可能かについて検討を行った。SNS

アプリを用いた薬薬連携により、診察医の

処方意図、副作用のモニタリング等の薬剤

師への迅速な情報共有が可能であった。 

 

8) DAA 治療後 C 型肝炎患者の適切なフォ

ローアップの設定と情報共有方法の検

討（愛媛－日浅） 

 DAA 治療後 C 型肝炎患者の適切なフ

ォローアップの設定と情報共有方法

の検討 

➢ 肝癌既往例の DAA 治療後再発因子 

肝癌の根治治療後に DAA 治療を行った

199 例を対象に検討を行った。治療後の

HCC 再発は 97 例あり、累積の発生率は

29.8％/1 年、41.0%/2 年、53.4%/3 年であ

った。多変量解析では、男性（ハザード

比：1.75 98%信頼区間：1.09-2.80）、非

SVR（2.30 1.17-4.52）、肝癌治療回数 2

回以上（1.21 1.07-1.36）の 3因子が抽出

された。これら危険因子ありを 1点として、

low-risk(0 点)、intermediate-risk（1-2

点）、high-risk（3点）の 3群に分けたと

ころ、low-risk/ intermediate-risk/high 

risk の 累 積発 癌率 は 12.8%/ 23.2%/ 

46.6%/1年、22.4%/ 36.8%/ 55.8%/2 年と

有意に層別化が可能であった（p<0.001）

（図 4）。 

図 4 肝癌既往例における SVR後累積発癌率 

 

➢ SVR後の肝癌発生リスク 

EKEN network において肝癌既往のない

DAA 治療後 SVR 達成 1,741 例を用いて、治

療後の肝癌発生リスクの検討を行った。中

間解析の段階で、男性、AFP 高値、FIB-4 

index 高値、血清アルブミン高値（いずれ

も SVR12時点）の 4因子が抽出された。男

性を 1点、AFP、FIB-4、アルブミンを 3分

位で分けて各 0-2 点とすると、合計スコア

が 0-1点の群では約 5年間の観察期間での

肝癌発生はみられなかった。 
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9) 佐渡島における ICT を活用した肝疾患

診療（新潟－寺井） 

佐渡島には、2012年から通称｢さどひま

わりネット｣という地域ネットが存在する。

これは佐渡島内の病院や診療所・薬局・福

祉施設をネットワークで結びつけ、情報を

共有するシステムである。今年度は、さど

ひまわりネットを用いて以下の取り組みを

行った。 

 さどひまわりネットを用いたウイル

ス性肝炎患者の拾い上げ 

さどひまわりネット登録者を対象に登録

者の肝炎ウイルス検査件数、陽性者の解析

を行った。検査コードをもとに、ひまわり

ネットのシステム作成会社へ抽出を依頼し

たが、HBs抗原検査数194名（陽性者数不

明）、HCV抗体検査数896名（陽性7名）で

あった。表記揺れなどの問題もあり十分に

抽出出来ないことが明らかになった。 

 ひまわりネットを用いた地域連携パ

スの運用 

佐渡島内の医科診療所は肝臓非専門医で

ある。HBV非活動性キャリアや HCV SVR後

患者の地域連携パスを作成することにより、

肝臓非専門医の医科診療所においても診療

内容が統一され、肝炎診療の質の担保に繋

がる。今年度から、ひまわりネット上で地

域連携パスの構築を開始した。内容は、半

年毎の血液検査と腹部エコー検査である

（腹部エコーは佐渡総合病院で施行）。尚、

腹部エコー検査も、ひまわりネットを用い

て簡便に画像検査予約取得が出来るように

した（検査のみ予約し、受診後、腹部エコ

ーを含めた検査結果や診療アドバイスはひ

まわりネット上で参照できるようにする）

（図 5）。また、ひまわりネットで取得で

きる患者様の主病名や血液検査、画像検査、

内服薬等についてデータ集積を行う。さら

に Fib-4 indexや ATX、M2BPGi、画像所見

などからリスクを総合的に判別し、ひまわ

りネットを用いた地域連携パスの該当する

症例か、それともハイリスクのため、佐渡

総合病院で経過を診るべき症例かは新潟大

学医歯学総合病院肝疾患相談センターと佐

渡総合病院消化器内科医師が判断する。 

図 5 さどひまわりネットによる画像検査予約

取得 

 

10) 疫学的視点からみた自治体肝炎対策の

比較と課題提示に関する研究（広島大

学－田中） 

全国的に肝癌死亡率は減少傾向がみられて

いる。2017年まで肝癌死亡率が全国 1位で

あった佐賀では、2019 年では 12 位に下が

っていたが 2位に戻った（図 6）。 

図 6 都道府県肝癌死亡率推移（人口 10万人あた

り） 
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肝癌死亡数についても全国的に減少傾向

であり、特に絶対数が多い都道府県で減少

がみられた、10 府県の中では肝癌死亡数

の多い神奈川、福岡、広島での減少幅が大

きかった（図 7）。 

図 7 都道府県別肝癌粗死亡者数 

 

 人口10万人当たりの肝臓専門医数は、

石川、愛媛、福岡で多かった（図 8）。 

図 8 人口 10万人あたりの肝臓専門医数 

 

その他の解析結果（肝炎ウイルス検査受

検率や肝炎対策取り組みスコア）に関し

ては、分担研究書を参照。 

 

11) 病診連携指標の評価、運用方法の検討

（国立国際医療研究センター－考藤） 

病診連携指標を令和元年度と令和2年度

で比較した。B型肝炎、C型肝炎ともに、か

かりつけ医から拠点病院への紹介率、拠点

病院からかかりつけ医への逆紹介率はいず

れも80-90％であった。診療情報提供書、

患者手帳等を使っての診療連携実施率は

20-30％にとどまっていた。紹介率は令和2

年度には向上したが、逆紹介率、診療連携

率は同等であった（図9）。 

図9 病診連携指標（拠点病院対象） 
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令和 3年度の専門医療機関における病診

連携指標調査では、専門医療機関とかかり

つけ医の連携は確認できたが、専門医療機

関と拠点病院との連携患者数（平均値）は

少なかった（図 10）。 

図 10 病診療連指標（専門医療機関対象） 

 

D. 考察 

令和 3年度は、石川県は、いしかわ診療

情報共有ネットワーク、佐賀県はピカピカ

リンク、福岡県（久留米地域）はアザレア

ネット、愛媛県は HiME ネット、新潟県

（佐渡島）はさどひまわりネット、といっ

た地域医療情報ネットワーク（以下、地域

ネット）、鹿児島県はケーブルテレビとい

たように、既存の ICT 等の肝炎診療連携へ

の応用を開始した。 

石川県では、拠点病院が従来紙ベースで

行ってきた肝炎ウイルス陽性者のフォロー

アップに ICTを利用することで、より正確

に肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関の受

診状況を把握できることが明らかになった。

これにより、フォローアップ事業の効率化

を図ることが可能と考えられた。また佐賀

県では、ICT を利用することで、肝臓専門

医の診療を受けていない肝炎ウイルス陽性

者の拾い上げの取り組みを開始した。さら

に COVID-19の pandemic により社会的認知

度が高くなったオンライン会議システムを

用いた遠隔診療を予定している。これによ

り拠点病院の肝臓専門医が拠点病院から出

張することなく、遠隔地の肝炎ウイルス患

者を診療することができる。この取り組み

により、これまで肝臓専門医の診療を受け

られなかった患者が良質な肝炎医療を受け

られることになり、今後の展開がおおいに

期待できる。愛媛県では、肝癌に対する分

子標的薬、レンバチニブを服用中の患者を

対象に HiME ネットの SNS アプリを用いた

薬薬連携を開始し、診察医の処方意図や副

作用のモニタリング等に関して薬剤師との

迅速な情報共有が可能であった。一方、福

岡県筑後地区、新潟県佐渡島には、それぞ

れ、地域ネットが存在していたが、これま

で肝炎診療連携に関する運用実績がほとん

ど存在しなかった。今年度から肝炎診療連

携への利用を開始しており、今後の積極的

な運用により、それぞれの地区の肝炎診療

レベルの改善に利用されることが期待でき

る。鹿児島県には利用可能な地域ネットが

存在しない。また、島嶼部では高齢化率が

高く、高齢者ではこれらのオンライン開催

において媒体へのアクセス自体が困難であ

るという問題点があげられる。今回、これ

らの問題点を踏まえ、島嶼部において世帯

加入率の高いケーブルテレビを用いた肝炎

啓発活動を開催した。すでに完成されたネ

ットワーク・媒体を用いたため視聴も容易

で、疾患啓発に対する島民からの反響もあ

り一定の成果が得られたと考えられる。利

用可能な地域医療ネットが存在しない場合
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の対策の一つとして参考になると考えられ

た。 

令和元年度、2 年度の拠点病院を対象と

した病診連携指標調査では、かかりつけ医

から拠点病院への紹介率、拠点病院からか

かりつけ医への逆紹介率はいずれも 80-

90％であったが、診療情報提供書、患者手

帳等を使っての診療連携実施率は 20-30％

にとどまっていた。今後は、かかりつけ医、

専門医療機関、拠点病院間での診療情報提

供共有を円滑に行うため ICT等を活用する

などのシステム構築等が必要と考えられた。 

本研究では、疫学班（研究代表者 田中

純子）と共同で、肝炎・肝がんの疫学と対

策の取り組み状況を視覚化し、実態把握と

課題を理解しやすく提示した。特に、肝炎

診療連携について地域差が認められたこと

から、地域の現状に応じた肝炎診療連携の

構築が必要であると考えられた。今後、経

年的な評価を継続することで、ICT 等の利

用による肝炎対策への影響を明らかにする

ことができると考えられた。 

 

E. 結論 

本年度は、石川県はいしかわ診療情報共

有ネットワーク、佐賀県はピカピカリンク、

福岡県（久留米地域）はアザレアネット、

愛媛県は HiME ネット、新潟県（佐渡島）

はさどひまわりネットといった既存の地域

医療情報ネットワーク、鹿児島県はケーブ

ルテレビといったように、様々な ICT等の

肝炎診療連携への応用を開始した。令和 4

年度以降も、それぞれの地域で ICT等の肝

炎診療連携への応用を拡充し、効果検証を

行い、長所や短所を明らかにする。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

1.論文発表 

 各分担研究者報告書参照 

2.学会発表 

各分担研究者報告書参照 

 

H.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

石川県におけるICT等の肝炎診療連携への応用に関する研究 

 

研究代表者：金子 周一 金沢大学医薬保健研究域医学系 教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

B 型・C 型肝炎ウイルス（HBV・HCV）に

対する抗ウイルス療法は近年劇的に進歩し、

肝硬変および肝がんへの進展阻止が有効に

行われている。また、画像診断を中心とす

る肝がんのサーベイランスが行われている。

研究要旨：B型・C型肝炎ウイルス（以下HBV・HCV）に対する抗ウイルス療法は近年劇的

に進歩し、肝硬変および肝がんへの進展阻止が有効に行われている。また、画像診断を

中心とする肝がんのサーベイランスが行われている。こうした状況にもかかわらず、肝

炎ウイルス陽性者が肝臓専門医（以下専門医）へ紹介されない、非肝臓専門医（かかり

つけ医）から専門医への紹介がなされないといったことによって、抗ウイルス療法が導

入されない、あるいは肝がんのサーベイランスが実施されていないといった問題が生じ

ている。また、肝炎対策には居住地域による取り組みの違いがみられ、より良い対応を

行うためには、地域の特性に応じた対策の構築が必要である。研究代表者金子は、先行

研究において「地域に応じた肝炎ウイルス診療連携体制の構築に資する研究（H30～

R2）」において、地域における肝炎診療連携体制の問題点を明らかにし、様々な取り組

みにより解決を図った。この先行研究で石川県では、Information and Communication 

Technology（ICT）の一つ、IDリンクを活用し、拠点病院－専門医療機関間の肝炎ウイ

ルス陽性者の診療情報共有を開始した。今年度は、引き続きICTを肝炎診療連携に用い

ることの有用性を明らかにした。令和3年度末時点で、138名に関して拠点病院－専門医

療機関間でIDリンクよる診療情報閲覧が可能になった。従来の紙媒体である調査票の郵

送による専門医療機関の受診率は令和2年度43.5%、令和3年度49.2%だったが、IDリンク

を併用することで実際の専門医療機関の受診率は、令和2年度90.8%、令和3年度89.8%で

あった。IDリンクを用いることで、従来の紙媒体の郵送による受診確認と比べて、より

正確に肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関への受診確認を行うことができた。さらに、

患者の生死情報、臨床情報のより詳細な把握が可能だった。これまでは運用上、拠点病

院と専門医療機関の両方に受診歴がある患者しか、診療情報共有を行えなかった。しか

し、今年度から、拠点病院内に仮想の医療機関「金沢大学附属病院肝疾患相談センタ

ー」を設置することで、拠点病院に受診歴がない患者に関しても、患者の同意が得られ

れば、金沢大学附属病院肝疾患相談センターから、各専門医療機関の診療情報の閲覧が

可能になった。今後は、仮想の医療機関「金沢大学附属病院肝疾患相談センター」と専

門医療機関との間でIDリンクの紐付けを促進し、より多くの患者に対してIDリンクを用

いた肝炎診療連携を図る予定である。 
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我が国では肝炎対策基本法、それに基づく

肝炎対策指針、また、肝炎研究 10 カ年戦

略など、ウイルス性肝炎への対策が示され

ている。 

こうした状況にもかかわらず、肝炎ウイ

ルス陽性者が肝臓専門医へ紹介されない、

非肝臓専門医（かかりつけ医）から肝臓専

門医（以下専門医）への紹介がなされない

といったことによって、せっかくの抗ウイ

ルス療法が導入されない、あるいはサーベ

イランスが実施されていないことが生じて

いる。また、肝炎対策には居住地域による

取り組みの違いがみられ、より良い対応を

行うためには、地域の特性に応じた対策の

構築が必要である。具体的には、それぞれ

の地域に適した肝疾患診療連携拠点病院

（以下拠点病院）、肝疾患専門医療機関

（以下専門医療機関）、非肝臓専門医（か

かりつけ医）、行政機関や検診機関、医師

会が一体となった連携体制の確立が必要で

ある。 

研究代表者、金子周一は、先行研究「地

域に応じた肝炎ウイルス診療連携体制の構

築に資する研究（H30～R2）」において、

地域における肝炎診療連携体制の問題点を

明らかにし、様々な取り組みを行い、解決

を図った。この先行研究において、石川県

で は 、 Information and Communication 

Technology（ICT）を活用し、拠点病院－

専門医療機関間の肝炎ウイルス陽性者の診

療情報共有を開始した。ICT を用いること

で、拠点病院は、正確に肝炎ウイルス陽性

者の専門医療機関の受診状況を把握するこ

とができ、拠点病院による未受診者への重

点的な専門医療機関への受診勧奨が可能に

なった。 

今年度は、引き続き ICTを肝炎診療連携

に用いることの有用性を明らかにした。ま

た先行研究では、先行研究で開始した ICT

による診療情報共有をより汎用性の高いも

のへ発展させることで、より多くの患者に

おいて ICTの肝炎診療連携への応用を可能

にした。 

 

B. 研究方法 

ICT を用いた拠点病院と肝疾患専門医療機

関の診療連携体制の構築 

石川県及び石川県医師会が県内で運用し

ている「いしかわ診療情報共有ネットワー

ク」（ID リンクシステムを利用）を用い

て、拠点病院（金沢大学附属病院）と肝疾

患専門医療機関間の診療情報共有を開始し

た。対象者は、拠点病院によるフォローア

ップ事業である「石川県肝炎診療連携」に

参加同意した者とした。石川県、石川県医

師会、専門医療機関と合意形成・運用法の

調整を行い、運営母体である｢いしかわ診

療情報共有ネットワーク協議会｣で承諾を

得て、平成 30年 11月末から運用を開始し

た。「いしかわ診療情報共有ネットワー

ク」を使用した診療情報共有に関しては、

「いしかわ診療情報共有ネットワーク同意

書」を用いて対象者から同意を取得した。 

平成 30 年 11 月から開始した ID リンク

を用いた拠点病院と専門医療機関による診

療情報共有は、拠点病院と専門医療機関の

両方に ID を有する者を対象としていた。

拠点病院の ID を有しない患者に関しても

拠点病院から、専門医療機関の診療情報を

ID リンクにより閲覧を可能にするために、



17 
 

拠点病院内に仮想の医療機関「金沢大学附

属病院肝疾患相談センター」を設置した。

金沢大学附属病院肝疾患相談センターの設

置に関しては、｢いしかわ診療情報共有ネ

ットワーク協議会｣で承諾を得た。金沢大

学附属病院肝疾患相談センターと専門医療

機関の間で ID リンクの紐付けを令和 4 年

1月から開始した。  

（倫理面への配慮） 

本研究は、金沢大学医学倫理審査委員会

により審査、承認の上実施した（研究題

目：石川県における肝炎ウイルス検診陽性

者 の 経 過 に 関 す る 解 析  2018-105 

(2871)）。 

 

C. 研究結果 

1. IDリンクを用いた診療情報共有の有用

性に関する研究 

石川県では、肝炎ウイルス検診陽性者を

対象に、拠点病院が経年的なフォローアッ

プ行う「石川県肝炎診療連携」を平成22年

度から行ってきた。石川県肝炎診療連携の

参加同意者には年一回の専門医療機関への

受診を促すリーフレットと調査票が拠点病

院から郵送される。患者は、調査票を持参

し専門医療機関を受診し、専門医療機関の

肝臓専門医は、調査票に診療結果を記載す

る。調査票は、拠点病院へ返送される。拠

点病院では返送された調査票により専門医

療機関の受診を確認し、治療内容、病態な

どをデータベース化している。調査票の拠

点病院への返送率は、平成22年度は100%で

あったが、その後低下し、近年では40～

50%にとどまっている。その一因として、

専門医療機関を受診したにもかからず調査

票を拠点病院へ送付していないケースが相

当数存在すると推測された。さらに、調査

票で収集可能な診療内容は限られた情報で

あるため、調査票だけでは、専門医療機関

での診療内容の確認が困難である。また、

専門医療機関の診療内容に関して、拠点病

院から専門医療機関にフィードバックする

方法がない、といった課題が存在していた。 

こういった診療連携の課題を解決するため

に、専門医療機関と拠点病院間の診療情報

共有による共同診療及び拠点病院による診

療支援の促進を目的にICTの一つIDリンク

システムを利用することとした。 

石川県では県内医療機関間の診療情報の

共有による共同診療の促進を目指して、ID

リンクシステムを利用した診療情報共有ネ

ットワークシステム｢いしかわ診療情報共

有ネットワーク｣を積極的に運用してきた。

県内20の全ての専門医療機関が｢いしかわ

診療情報共有ネットワーク｣に加入し、診

療情報を他院へ提供可能なサーバー設置施

設である。 

石川県肝炎診療連携参加同意者を対象に

H30年10月からIDリンクシステムを用いた

専門医療機関と拠点病院間の診療情報共有

を開始し、R4年3月末時点で、138名、18の

専門医療機関と拠点病院間で診療情報の共

有が可能となった。 

IDリンクを利用して専門医療機関の診療

情報を閲覧することの有用性を令和2年度

と令和3年度、解析した。 

令和2年度調査票を郵送した132名の令和

3年3月末までの調査票の返送は、57名で、

返送率は43.5%であった。調査票が未返送

であった74名に関して、IDリンクシステム
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を利用して令和2年4月～令和3年3月の専門

医療機関の受診状況を確認したところ、62

名が、専門医療機関を受診していた。この

結果から、132名中、調査票で把握した57

名とIDリンクステムを利用して把握した62

名、計119名、90.8%が、専門医療機関を受

診していた事が判明した。また、この62名

中5名は、専門医療機関を受診したが、肝

臓・消化器病専門医の診療を受けていなか

った。 

 令和3年度に関しても同様の解析を行

った。令和3年度調査票を郵送した138名の

令和4年3月末までの調査票の返送は、68名

で、返送率は49.2%であった。調査票が未

返送であった70名に関して、IDリンクシス

テムを利用して令和3年4月～令和4年3月の

専門医療機関の受診状況を確認したところ、

56名が、専門医療機関を受診していた。こ

の結果から、138名中、調査票で把握した

68名とIDリンクステムを利用して把握した

56名、計124名、89.8%が、専門医療機関を

受診していた事が判明した。さらに、3名

の死亡を確認することも可能だった。また、

この56名中6名は、専門医療機関を受診し

たが、肝臓・消化器病専門医の診療を受け

ていなかった。 

 

2. 仮想医療機関｢金沢大学附属病院肝疾患

相談センター｣の設置と石川県肝炎診療

連携への応用 

IDリンクによる医療機関間の診療情報共

有・閲覧は、ネットワーク内にIDを有する

（＝受診歴がある）医療機関の間でのみID

を紐付けのすることで可能になる。令和2

年度から開始したIDリンクの肝炎資料連携

への応用は、拠点病院と専門医療機関の両

方にIDを有する患者だけが、実施可能であ

った。しかし、石川県肝炎診療連携参加同

意者の約75%は拠点病院のIDを有していな

いため、拠点病院との診療情報の共有がで

きない患者が数多く存在した。そのため拠

点病院にIDがない患者に関しても、拠点病

院から診療情報の閲覧が可能になるような

対策が必要と考えられた。この課題を解決

するために、閲覧専用の仮想の医療機関

「金沢大学附属病院肝疾患相談センター」

を設置し、専門医療機関と「金沢大学附属

病院肝疾患相談センター」間での情報共有

を行うこととした。石川県肝炎診療連携に

参加者全員に金沢大学附属病院肝疾患相談

センター内のIDを割り振ることで、全ての

患者で、専門医療機関との診療情報共有が

可能になった。仮想医療機関、金沢大学附

属病院肝疾患相談センターの設置に関して

は、｢いしかわ診療情報共有ネットワーク

協議会｣で承諾を得て、令和4年1月から順

に患者自身から同意を取得して、専門医療

機関と仮想の医療機関、金沢大学附属病院

肝疾患相談センターとの紐付けを開始した。

また、同取得の際には、下記のリーフレッ

トを用いて取組の概要を説明した。 
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D. 考察 

• IDリンクと調査票を併用することで、

より正確な未受診者数を把握すること

が可能だった。実際の未受診者数は、

調査票だけで類推される未受診者数よ

りかなり少ないため、実際の未受診者

への重点的・効率的な受診勧奨が可能

になると考えられた。 

• IDリンクにより専門医療機関の診療情

報を閲覧することで、従来の調査票で

は把握が難しかった患者の生死情報を

より正確に把握できた。 

• 令和 2年度、令和 3年度共に COVID-19

のパンデミックにより、医療機関への

受診控えが懸念された。しかし、IDリ

ンクと調査票で石川県肝炎診療連携参

加同意者の専門医療機関への受診率を

確認したところ、両年度、約 90%の患

者が、専門医療機関を受診しているこ

とが判明した。 

• 拠点病院と専門医療機関の両方に ID

を有する患者だけが、IDリンクを利用

した診療情報共有が可能である。しか

し、石川県肝炎診療連携参加同意者の

約 75%は拠点病院の IDを有していない

ため、IDリンクを活用した拠点病院と

の診療情報の共有ができない。この課

題を解決するために、令和 3 年度、拠

点病院内に閲覧専用の仮想の医療機関

「金沢大学附属病院肝疾患相談センタ

ー」を設置し、専門医療機関と「金沢

大学附属病院肝疾患相談センター」間

での情報共有を行うこととした。石川

県肝炎診療連携に参加者全員に金沢大

学附属病院肝疾患相談センター内の ID

を割り振ることで、全ての患者で、専

門医療機関との診療情報共有が可能に

なった。今後は、仮想の医療機関「金

沢大学附属病院肝疾患相談センター」

と専門医療機関との間で ID リンクの

紐付けを促進する。 

• 従来の調査票を用いた専門医療機関の

受診状況確認には、調査票の印刷、郵

送、返送にかかる費用が必要であった。

今後、IDリンクによる受診状況確認を

行うことで、調査票を廃止できる可能

性がある。それにより、肝炎ウイルス

陽性者のフォローアップにかかる経費

を削減できる可能性が考えられる。 

• IDリンクにより専門医療機関の受診状

況確認により、専門医療機関をせっか

く受診しているにもかかわらず、肝

臓・消化器病専門医を受診していない

患者が存在していた。IDリンクのメー

ル機能等を利用して、拠点病院から専

門医療機関の肝炎担当医へ肝臓・消化

器病専門医未受診者の情報をフィード
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バックし、専門医療機関内での院内連

携を依頼する、といった取組が必要で

ある。 

• 今回は、専門医療機関と拠点病院間で

の診療情報共有を行ったが、多くのか

かりつけ医にも ID リンクシステムの

サーバーが設置されている。今後は、

かかりつけ医とも ID リンクシステム

を利用した診療情報共有を促進してい

く。 

 

E. 結論 

 IDリンクを利用することで、拠点病院か

ら専門医療機関の診療内容を直接閲覧でき

るため、従来の紙ベースの受診確認に比べ

て、正確かつ効率的に受診確認ができた。

IDリンクは、肝炎ウイルス陽性者のフォロ

ーアップにとって極めて有用と考えられた。 
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2.学会発表 

1) 島上哲朗，越田理恵，金子周一．妊婦

健診における肝炎ウイルス検査陽性者へ

の支援体制．第57回 日本肝臓学会総会，

メディカルセッション1，口演 2021年6

月17日 札幌 
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1.特許取得 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

離島における肝疾患診療連携体制の構築について 

 

研究分担者：井戸 章雄 鹿児島大学大学院医歯学総合研究科 

消化器疾患・生活習慣病学 教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

鹿児島県は南北 600km と広く、特に 28

の有人離島住民 16 万人の高齢化率は 32％

と極めて高く、肝疾患関連死も多いが、肝

炎ウイルス検査の受検率は低く、陽性者の

適切な受診・受療につながっていない。ま

た、島嶼部では高齢化率が高いにもかかわ

らず、医療機関へのアクセスが不便（交通

手段、距離）という問題点があり、台風な

どの自然災害のほか、COVID-19 感染拡大

など有事の際には交通手段そのものが使用

困難・不能となる。本研究では、離島ごと

に、住民と診療所医師、保健師らの小さな

コミュニティを、ICT 等を用いて組織化し、

ウイルス性肝炎の診療支援、啓発活動に加

えて離島間の情報共有を進める。診療支援

体制の構築により受検・受診・受療率の向

上、肝疾患診療の均てん化をはかり、離島

研究要旨：B型・C型肝炎ウイルス（HBV・HCV）に対する抗ウイルス療法は劇的に進歩

し、肝硬変及び肝がんへの進展阻止が可能になった。また、画像診断を中心とする肝が

んのサーベイランスの重要性も示されている。しかし、肝炎ウイルス陽性者が非肝臓専

門医（かかりつけ医）から肝臓専門医へ紹介されないために、抗ウイルス療法や肝がん

サーベイランスが充分に実施されていない。また、肝炎対策には居住地域による取り組

みの違いがみられ、より良い対応を行うためには、地域の特性に応じた対策が必要であ

る。 

 本研究では、先行研究において必要性と有用性が示されたICT等を駆使して、地域の

特製を生かした肝炎患者の診療情報共有を促進する方法論やモデルケースの創出を行

う。鹿児島県は南北600kmと広く、特に28の有人離島住民16万人の高齢化率は32％と極

めて高く、肝疾患関連死も多いが、肝炎ウイルス検査の受検率は低く、陽性者の適切な

受診・受療につながっていない現状がある。本研究では、離島ごとに、住民と診療所医

師、保健師らの小さなコミュニティを、ICT等を用いて組織化し、ウイルス性肝炎の診

療支援、啓発活動に加えて離島間の情報共有を進める。これにより受検・受診・受療率

の向上、肝疾患診療の均てん化をはかり、離島住民における肝疾患関連死の減少を目指

す。継続した受療と重症化の予防を目指した診療連携体制の確立を可能とするための政

策企画立案に資する研究を実施する。 
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住民における肝疾患関連死の減少を目指す。 

 

B. 研究方法 

1）島嶼部において ICT を用いた疾患啓

発活動を行う。 

2）種子島の医療機関（医療センター、

公立病院、診療所）と鹿児島県の肝疾患診

療連携拠点病院である鹿児島大学病院が連

携し、ICT を用いた診療支援体制を構築し、

受検・受診・受療率の向上を図る。 

（倫理面への配慮） 

日常診療支援であり、特別に配慮すべき

倫理的問題はない。 

 

C. 研究結果 

1）コロナ禍において対面での開催が困

難となった肝疾患啓発活動としての市民公

開講座を、島嶼部において世帯加入率の高

いケーブルテレビを用いて行い、一定の反

響を得た。 

2）種子島（人口 3 万人の医療圏）での

診療支援体制の構築を目指し、地域におけ

る中核病院と診療所との連携や地域保健所

との連携に取り組んだ。 

 

 

 

D. 考察 

コロナ禍で盛んに行われるようになった

オンライン形式での肝疾患啓発活動（市民

公開講座、肝臓病教室等）は、地理的条件

で従来参加困難であった島嶼部からのアク

セスが可能になるという利点があげられる。

一方、島嶼部では高齢化率が高く、高齢者

ではこれらのオンライン開催において媒体

へのアクセス自体が困難であるという問題

点があげられる。今回、これらの問題点を

踏まえ、島嶼部において世帯加入率の高い

ケーブルテレビを用いた啓発活動を開催し

た。すでに完成されたネットワーク・媒体

を用いたため視聴も容易で、疾患啓発に対

する島民からの反響もあり一定の成果が得

られたと考えられる。島民からの要望に応

え、内容・開催時期・回数に工夫を加え、

さらなる充実をはかりたい。 

種子島における診療体制構築について、

来年度、具体的な運用を開始し、取り組み

開始以前と開始後の受検・受診・受療率の

改善の有無の評価を行う予定である。 

これらの取り組みにより、島民の疾患へ

の理解度が深まり、受検・受診率が向上す

ることにより、疾病の早期発見・治療介入

が可能となり、病状の進行抑制と地域にお

いて必要とされる医療費の軽減につながる

ことが期待される。 

 

E. 結論 

島嶼部におけるケーブルテレビを用いた

取り組みには一定の成果が得られた。種子

島におけるICTを用いた診療支援に対する

取り組みは、次年度に具体的な運用を開始

する予定である。 

 

F. 研究発表 
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1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

佐賀県版ID-Link（ピカピカリンク）等を活用した肝疾患診療連携の向上に関する研究 

 

研究分担者：磯田 広史 佐賀大学医学部附属病院肝疾患センター 副センター長 助教 

研究協力者：高橋 宏和 佐賀大学医学部附属病院肝疾患センター センター長 教授 

      大枝 敏  同上                 講師 

      田中 聡也 佐賀県診療情報地域連携システム協議会 会長 

      長友 篤志 同上                 運営管理者 

      矢ヶ部伸也 医療法人純伸会 矢ケ部医院      院長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究要旨：ウイルス性肝炎からの肝がんを撲滅するためには、かかりつけ医と肝疾患専

門医療機関が連携して肝炎患者を適切な抗ウイルス治療につなげることが重要である。

本研究では、佐賀県における肝炎患者の病診連携をさらに向上させるべく、現在整備が

進んでいる電子カルテ共有システムやオンライン診療、ウェブ会議システムといった新

しいインフラを活用して、肝炎ウイルス陽性者の診療連携を促進できないか検討した。 

 研究１）佐賀県診療情報地域連携システムを活用した、かかりつけ医からの紹介率向

上に向けた取り組み 

 2020年に当研究班で実施した佐賀県の３次肝疾患専門医療機関に対する調査では、院

内で肝炎ウイルス検査陽性と判明した患者の肝臓専門医への紹介率（対象時期：2019年

11月1日〜2019年11月30日）は、HBV16.3%、HCV 12.6%と非常に低率であり、その原因と

して、「重篤な疾患で入院したため肝炎への対応は後回しにされる」、「短期入院のた

め入院中の介入が困難」といった医療機関側の問題や、「一度聞いても理解できない、

覚えていない」といった患者側の理由も明らかとなった。そこで、患者が退院してかか

りつけ医に戻ったあとに、かかりつけ医がID-Linkを活用した佐賀県診療情報地域連携

システム（通称ピカピカリンク）を活用して、高次医療機関に入院中に実施された肝炎

ウイルス検査の結果を確認し、未介入の陽性者に対してかかりつけ医が受診・受療勧奨

を行えないか検討を開始した。 

 研究２）オンライン会議システムを活用した、かかりつけ医への肝炎診療支援の試み 

 2019年度に当研究班で実施した佐賀県における肝疾患診療連携の現状調査では、かか

りつけ医が患者を紹介しない理由のうち、「患者自身が紹介を断る」が最も多く

(20.5%)、更にその理由では「忙しい・時間がない」「他の病院に行きたくない」「交

通手段がない」といったものもあり、かかりつけ医に紹介を促すだけではなかなか紹介

が難しい患者が存在することが判明した。そこで、肝臓専門医がオンラインを活用して

かかりつけ医の診療を支援することで、肝炎患者が肝疾患専門医療機関へ紹介・受診し

なくても、かかりつけ医に通院しながら肝炎治療を受けられるような仕組みを構築でき

ないか検討を開始した。 
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A. 研究目的 

ウイルス性肝疾患の診療は近年著しく進

歩しており、特にC型肝炎では非代償性肝

硬変や前治療で治癒しなかった患者にも有

効な治療法が登場した。肝がんの撲滅のた

めには、かかりつけ医と肝疾患専門医療機

関が連携して肝炎患者を適切な抗ウイルス

治療につなげることが重要である。本研究

では、佐賀県における肝炎患者の病診連携

をさらに向上させるべく、肝臓・消化器専

門医が常勤する医療機関内での肝炎ウイル

ス検査陽性者の院内連携・紹介率向上に向

けた取り組み（院内対策）と、肝臓・消化

器専門医が在籍しない医療機関から肝臓専

門医が在籍する肝疾患専門医療機関への患

者の紹介・連携促進に向けた取り組み（院

外対策）について検討を進めてきた。 

 これまでの調査結果からは、肝臓内科を

標榜しない多くの医療機関にもウイルス性

肝炎患者が通院しているが、「必ずしも患

者を肝臓専門医に紹介しない」と回答する

医療機関が存在し、その回答理由からは新

しい治療法や医療費助成制度、紹介できる

医療機関等に関する知識や情報の不足によ

り治療に進んでいない患者が未だに存在す

ると推測された。さらに肝炎ウイルス陽性

者は特に高齢者に多いため、紹介しない

（できない）理由として、「交通手段がな

い」「家族が付き添う時間がない」などの

理由も挙げられ、非肝臓専門医への働きか

けだけでは解決できない一定の課題も認め

られた。 

 本研究では、新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の蔓延による後押しもあって、

現在急速に整備が進んでいる電子カルテ共

有システムやオンライン診療、ウェブ会議

システムといった新しいインフラを活用し

て、肝炎ウイルス陽性者の診療連携を促進

できないか検討した。 

 

B. 研究１） 

佐賀県診療情報地域連携システムを活用

した、かかりつけ医からの紹介率向上に向

けた取り組み 

一般的に高次医療機関に入院した際には、

入院時スクリーニングや手術前検査として

肝炎ウイルス検査が実施されることが多い。

2020年に当研究班で実施した、佐賀県の３

次肝疾患専門医療機関における、院内で肝

炎ウイルス検査陽性と判明した患者の肝臓

専門医への紹介状況に関する調査（対象時

期：2019年11月1日〜2019年11月30日）で

は、紹介率はHBV16.3%、HCV 12.6%と非常

に低率であった。佐賀大学医学部附属病院

単独では、陽性と判明後にコンサルテーシ

ョンやカルテ記載等の対応が一切されてい

ない症例は26.5%であった。主治医への教

育・啓発活動、肝炎医療コーディネーター

の活用などの対策が必要と考えられたが、

一方では、非常に重篤な疾患で入院したた

め肝炎への対応は後回しにされる、短期入

院のため入院中の介入が困難といった医療

機関側の問題や、一度聞いても理解できな

い、覚えていないといった患者側の理由も

明らかとなった。そこで、患者がかかりつ

け医に戻ったあとに、かかりつけ医が高次

医療機関に入院中に実施された肝炎ウイル

ス検査の結果を確認し、陽性者に対してか

かりつけ医が介入する試みを考えた。 

ID-Link を活用した佐賀県診療情報地域
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連携システム（通称ピカピカリンク）は、

患者の個別の同意の下、ピカピカリンク参

加施設間で患者の診療情報をオンラインで

共有できる仕組みであり、2010 年から佐

賀県で運用されている。2022 年 2 月 28 日

時点で、参加施設は診療情報開示施設 15

施設と閲覧施設 383施設となっており、佐

賀大学医学部附属病院を含む、全ての３次

肝疾患専門医療機関は開示施設として参加

している。公開される診療情報は医療機関

毎に設定でき、カルテ記事（医師・看護

師・コメディカル等）、検査結果（血液・

生化学検査等、生理検査）、画像検査（放

射線画像・超音波検査画像およびそのレポ

ート等）などである。今年度は佐賀県診療

情報地域連携システム協議会と連携を開始

して、診療情報開示施設で肝炎ウイルス検

査を実施した患者が退院して閲覧施設へ戻

った際に、かかりつけ医がピカピカリンク

を活用して肝炎ウイルスの結果を確認し、

未介入の場合には患者に説明し専門医への

受診を促して頂くように、佐賀県医師会が

開催する研修会で説明や周知を行なった。

今後は佐賀大学医学部附属病院で実施され

た肝炎ウイルス検査の陽性者への介入状況

の調査や、未介入のまま退院した患者のか

かりつけの病院に対して、肝臓専門医への

紹介を依頼する取り組みを開始する。 

 

C. 研究２） 

オンライン会議システムを活用した、か

かりつけ医への肝炎診療支援の試み 

2019年度に当研究班で実施した佐賀県に

おける肝疾患診療連携の現状調査では、か

かりつけ医が患者を肝疾患専門医療機関に

紹介しない理由は、「患者自身が紹介を断

る」が最も多く(20.5%)、更にその理由で

は「忙しい・時間がない」「他の病院に行

きたくない」「交通手段がない」といった

ものもあり、かかりつけ医に紹介を促すだ

けではなかなか紹介が難しい患者が存在す

ることも判明した。そこで私たちは、肝臓

専門医がオンラインを活用してかかりつけ

医を診療支援することで、肝炎患者が肝疾

患専門医療機関へ紹介・受診しなくても、

かかりつけ医に通院しながら肝炎治療を受

けられるような仕組みを構築することを試

みた。 

佐賀県内の医療機関でピカピカリンクに

参加し、肝炎医療コーディネーターが在籍

する矢ケ部医院に協力いただき、医師・看

護師・医療事務の方々にオンラインでの診

療支援に関する情報交換を開始した。2021

年度は同医院のコメディカルスタッフに肝

炎医療コーディネーター養成研修会やスキ

ルアップ研修会に参加してもらい、肝炎に

関する最新情報や医療費助成制度について

学習していただいた。また、インターフェ

ロンフリーや核酸アナログ治療の適応があ

るが、本人が肝疾患専門医療機関への紹介

を断っている患者をピックアップし、抗ウ

イルス治療を導入できる佐賀県肝疾患検診

医療提供体制における２次医療機関として

申請していただいた。2022年度からは、患

者に矢ケ部医院に通院してもらい、ウェブ

会議システムを用いて佐賀大学肝疾患セン

ターの肝臓専門医が採血や腹部超音波検査

の結果を確認し、患者や主治医、肝炎医療

コーディネーターへ助言を行うことで、抗

ウイルス治療の導入から維持、治療後のフ
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ォローアップを行う試みを開始する。 

さらに佐賀県藤津郡にある町立太良病院

では、同病院の技師が行う腹部超音波検査

の画像をウェブ会議システムで佐賀大学病

院の肝臓専門医に共有し、専門医がリアル

タイムで指示や助言を行いながら腹部超音

波検査を補助し、診断できないか検討を開

始した。株式会社 NTT ドコモやキャノンメ

ディカルシステムズ株式会社の協力のもと、

町立太良病院や小城市民病院、佐賀大学医

学部附属病院および関連医療機関で実証実

験を開始しており、来年度も継続する。 

 

D. 考察 E. 結論 

 ピカピカリンクを活用した、かかりつけ

医からの未介入者に対する介入の試みと、

オンライン診療・ウェブ会議システムを活

用した、かかりつけ医や地域医療への肝疾

患診療支援の試みを開始することができた。

有効性や効率性について評価しつつ次年度

はさらに活動を展開していく予定である。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



29 
 

厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

福岡県筑後地区におけるICTを活用した肝炎診療の試み 

 

研究分担者：鳥村 拓司 久留米大学医学部内科学講座 消化器内科部門 教授  

研究協力者：井出 達也 久留米大学医療センター 教授  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

近年、地域医療連携を強化するために、

日本各地においてインターネット回線を用

いた連携システムが構築されている。いわ

ゆる ICT(Information and Communication 

Technology)である。しかしながらその利

用の状況は不透明で、よく利用している医

師は少ないように思われる。 

このようなネットワークを十分利用すれ

ば、ネットワークの利便性以外にも、無駄

な印刷物が減ったり、専門医のカルテ閲覧

などで勉強にもなるなどのメリットがある

と思われる。今回肝炎診療の効率化や充実

を図るため、この回線の利用状況や問題点

などを把握し、この回線を用いた肝炎診療

の構築が可能か検討することを目的とした。 

研究要旨：【背景】近年、地域において医療連携を強化するために、インターネット回

線を用いた連携システムが構築されている。いわゆる ICT(Information and 

Communication Technology)である。今回肝炎診療の効率化や充実を図るため、この回

線を用いた肝炎診療の構築が可能か検討することを目的とした。【方法】福岡県筑後地

区には、「アザレアネット」という愛称の、インターネット回線を利用したID-Linkと

いう地域医療連携システムが存在する。アザレアネットは、情報を開示する病院（情報

開示施設）と情報を閲覧する診療所(情報閲覧施設)があり、それを繋ぐID-Linkサービ

スセンターがある。患者に同意を得る（主に情報閲覧施設にて）と、情報閲覧施設は自

院のパソコンから情報開示施設の患者情報を閲覧することができる。主に検査結果、投

薬状況、カルテなどである。【結果】情報開示施設は7医療機関であり、情報閲覧施設

は94医療機関であった。情報閲覧施設のメリットとしては、データを直接閲覧したり、

医師の記録まで閲覧できるので、専門医の考え方などを学ぶことができる。情報開示施

設のメリットとしては、情報診療提供書などを省略することができる、また情報開示施

設同士であれば双方向で閲覧ができるなどである。肝炎診療は、診断、治療方針決定、

経過観察を定期的に行う疾患が多く、このシステムを使うメリットがあるものと思われ

た。 

【結語】アザレアネットは、筑後地区で医療連携ネットワークを形成しており、それを

肝炎診療に用いることは効率的かつ充実を図る上で期待できるものと思われた。 
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B. 研究方法 

福岡県筑後地区には、「アザレアネッ

ト」という愛称のインターネット回線を利

用した、ID-Link という地域医療連携シス

テムが存在する。 

アザレアネッ ト とは、 インターネッ ト 回線を利用し 、 ID-Linkとい
う 地域医療連携システムを用いて、 患者さんの同意のもと 、 その診
療情報を地域の医療機関が共有することで、 地域医療連携の強化を
目指すネッ ト ワークのことです。

く るめ診療情報ネッ ト ワーク
（ アザレアネッ ト )について

 

 

アザレアネットは、情報を開示する病院

（情報開示施設）と情報を閲覧する診療所

(情報閲覧施設)があり、それを繋ぐ ID-

Link サービスセンターがある。主に情報

閲覧施設にて患者に同意を得ると、情報閲

覧施設は自院のパソコンから情報開示施設

の患者情報を閲覧することができる。主に

検査結果、投薬状況、カルテなどである

(下図)。これらを用いて肝炎診療に応用で

きるかを考察した。 

 

 

（倫理面への配慮） 

主に医師同士のものであり、患者の診療

に影響が直接及ぶものではないため、倫理

面への問題はないと判断した。 

 

C. 研究結果 

情報開示施設は 7 医療機関(うち 5 医療

機関は同系列病院)であり、情報閲覧施設

は、94 医療機関(個人病院 24 施設、診療

所など 70施設)であった(下図)。 

久留米大学病院

久留米大学医療センター

聖マリ ア病院

新古賀クリ ニッ ク ,
古賀病院2 1 ,新古賀病院

嶋田病院

情報開示施設 情報閲覧施設

個人病院など 2 4施設

診療所など 7 0施設

 

 情報閲覧施設のメリットとしては、デー

タを直接閲覧したり、医師の記録まで閲覧

できるので、専門医の考え方などを学ぶこ

とができる。しかしながら、情報閲覧は、

上記のように一方通行であり、情報閲覧施

設に存在する診療情報は情報開示施設から

閲覧することはできない。一方情報開示施

設のメリットとしては、診療情報提供書な

ど紙媒体などで準備する必要がなくなる。

また情報開示施設同士であれば双方向で閲

覧ができることなどである。 

 

D. 考察 

福岡県筑後地区では、上記のようにアザ

レアネットという連携システムが構築され

ている。このシステムを肝炎診療にどう活

用していくかを考察した。肝炎は慢性疾患

が多く、長期に経過観察することが必要で
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ある。たとえば診療所などでウイルス性慢

性肝炎や自己免疫性肝疾患などが見つかっ

た場合、専門医療機関へ紹介し、その後は

専門医療機関で定期的に採血、画像診断な

どを行う。専門医療機関では診療所に診療

情報提供書を書き、データなども印刷し一

緒に添える。これは数十年前から現在も行

われていることであり、医療界のICT化は

かなり遅れている。このような例にアザレ

アネットを使うことを考えると、専門医療

機関では、初診時や病態が安定するまでは

紙媒体による返事などが必要と思われるが、

その後は、診療所からカルテや採血を閲覧

していただくことで、安定期は毎回の返事

などが省力できると考えられる。さらに踏

み込んで、ハードルは高いがあらかじめ医

師同士で同意の上で初診時から一切の返事

は不要で情報提供施設の情報を診療所の医

師が閲覧することで完結することも可能で

ある。さらに上記のように、診療所の医師

がカルテを閲覧することで専門医の診断・

治療などのポイントを学ぶことができるか

もしれない。一方情報開示施設同士では、

双方向でデータやカルテの閲覧が可能なの

で、高度の医療を要する例などでは、専門

医同士で症例のコンサルトなどができると

考えられる。 

 現在アザレアネットの管理者にすでにコ

ンタクトを取り、具体的に利用状況やよく

利用する医療機関などの情報を提供いただ

くことができた。今後はそのような医療機

関とも協力しながら、このネットを用いた

診療システムのさらなる活用、充実を図り

たいと考えている。 

 

E. 結論 

 アザレアネットは、筑後地区でネットワ

ークを形成しており、それを肝炎診療に用

いることは効率的かつ充実を図る上で期待

できるものと思われた。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

愛媛県における肝炎診療連携を進めるための情報共有とICT活用法の検討 

 

研究分担者：日浅 陽一 愛媛大学大学院 消化器・内分泌・代謝内科学 教授 

研究協力者：徳本 良雄 愛媛大学大学院 地域医長学講座 准教授 

研究協力者：渡辺 崇夫 愛媛大学大学院 消化器・内分泌・代謝内科学 助教 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

愛媛県では肝疾患診療連携拠点病院であ

る愛媛大学医学部附属病院（当院）と肝疾

患専門医療機関 15 施設が核となり地域で

の肝炎ウイルス診療連携を進めている。 

これまでに研究分担者は愛媛県医師会に

所属する医療機関に対してアンケート調査

を実施し、762 医療機関（65.5%）から回

答を得た。約半数の非専門医が肝炎患者を

診療していると回答した。さらに、治療不

要や肝庇護療法で十分と考える非専門医が

いまだ存在することが明らかとなった。一

方、年齢や自覚症状がないこと、治療費の

負担や通院の距離や時間の問題を理由に、

研究要旨：これまでの研究により、愛媛県では非専門医も肝炎患者を診療している非専

門医が多く、これらの医師が専門医に肝炎患者を紹介しない要因の一つとして知識不足

が抽出された。一方、島嶼部や山間部が多く、時間や移動距離も専門医受信の障壁とな

っていた。これらの問題の解決には、専門医（医療機関）と非専門医との連携、適切な

肝炎治療の啓発に向けた体制構築が必要である。Information and communication 

technology (ICT)による医療情報連携ネットワークは、非専門医へのアクセスを確保

し、医療・患者情報をリアルタイムに共有することで肝炎診療連携に向けた有効なツー

ルとなる可能性がある。愛媛大学医学部附属病院のICTシステム（HiMEネット）は51施

設（2021年12月時点）が参加している。レンバチニブで同システムのSNSアプリを用い

た薬薬連携を開始しており、診察医の処方意図、副作用のモニタリング等の迅速な情報

共有が可能であった。今後はDAA治療、さらに非代償性肝硬変患者への対象拡大を目指

して運用を行う予定である。一方で、C型肝炎のDAA治療後は、肝発癌や静脈瘤悪化のリ

スクに応じた専門医とかかりつけ医の役割分担が、患者側の通院の負担が減らし定期的

な通院の継続を可能とする。愛媛県内の多施設研究グループ（E-KEN）における肝発

癌、静脈瘤発生/増悪の危険因子の同定を進めている。肝細胞癌（HCC）既往例および

SVR症例（HCC既往なし）における治療後肝発癌の危険因子が複数抽出された。今後、リ

スク別に層別化することで、適切な検査間隔及びかかりつけ医との役割分担を進め、非

専門医及び患者に対する効果的な情報提供方法についても検討を行っていく。 
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患者が専門医への受診を断る実態も明らか

となり、肝疾患治療の新たな情報が非専門

医に十分に浸透していないこと、その結果

として非専門医に通院中の患者に治療の必

要性等の情報が到達していないことが想定

された。これまでも郡市医師会等を介した

非専門医への情報提供は実施しており、肝

炎医療コーディネーター等のメディカルス

タッフの活用や非専門医と専門医の連携シ

ステムの構築が求められている。 

近年、医療分野においても information 

and communication technology (ICT)が注

目されており、様々な医療情報連携ネット

ワークが構築されている。当院では、

Human Bridge のシステムを用いて HiME ネ

ットを運用している。同システム単独では

双方向性の情報共有は難しいものの、タブ

レット等で利用できる SNS連携用のアプリ

も提供されている。対象の患者に紐付いた

グループに医師、薬剤師、看護師等の関係

者が参加する。文章や画像データも添付可

能であり、別のメールアドレスに新規の投

稿があったことを通知することも可能であ

る。当院では SNS連携を肝がんの分子標的

治療剤であるレンバチニブの副作用モニタ

リングで先行して開始しており、肝炎患者

や非代償性肝硬変患者にも展開することが

可能か検討することとした。 

一方、厚生労働科学研究肝炎「ウイルス

感染状況の把握及び肝炎ウイルス排除への

方策に資する疫学研究」班（研究代表者：

広島大学 田中純子教授）の研究では、愛

媛県の推定 DAA治療者数は人口当りでは全

国上位にある。厚生労働省の特定感染症検

査等事業実績報告では、愛媛県の肝炎ウイ

ルス陽性者フォローアップ事業における定

期検査費用助成件数は全国上位（令和 2年

度 234 人）である。しかし、愛媛県の肝

がん（肝及び肝内胆管）死亡率は依然とし

て全国ワースト上位にあり、治療後の肝細

胞癌（HCC）サーベイランスが患者のリス

クに応じて実施されていない可能性がある。

そこで、DAA 治療後の HCC 発生、静脈瘤の

発生及び増悪の危険因子を同定し、肝炎患

者をリスク別に層別化することで、適切な

検査間隔とかかりつけ医（非専門医）との

役割分担による診療連携を実施するための

情報共有方法の検討を行う。 

 

B. 研究方法 

①HiME ネットを用いた診療連携体制の構

築に向けた検討 

1．HiMEネット参加医療機関と県内分布 

  ネットワーク参加医療機関の施設数、

地域毎の分布等を検討した。 

2．SNS連携による副作用モニタリング 

  HCCのレンバチニブ治療時の副作用モ

ニタリングの実施状況を調査した。 

②DAA 治療後 C 型肝炎患者の適切なフォロ

ーアップの設定と情報共有方法の検討 

 愛媛県内の多施設共同研究グループで

あ る Ehime kan-en network (EKEN 

network)所属 10 施設（愛媛大学医学部

附属病院、松山赤十字病院、愛媛県立中

央病院、済生会今治病院、松山市民病院、

済生会松山病院、市立宇和島病院、県立

今治病院、愛媛県立新居浜病院、愛媛医

療センター）で実施した DAA治療例を対

象に、肝発癌、静脈瘤発生/増悪の危険

因子を同定し、リスクを層別可能か検討
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した。 

 

C. 研究結果 

①HiME ネットを活用した肝炎診療連携体

制の検討 

1．HiMEネット参加医療機関と県内分布 

2021年 11月時点で HiMEネット参加施

設は 51施設であった。地域別の分布は、

当施設が立地する中予地区が 67%を占め、

東予地区が 12%、南予地区が 21%であった。

さらに、25診療所のうち 24施設は非肝臓

専門医が所属していた。 

2．SNS連携による副作用モニタリング 

HCCのレンバチニブ治療時の副作用モニ

タリングの実施状況を調査した。 

当院では、FAXによる施設間薬剤情報連

絡書を用いた薬薬連携を以前より実施して

いた。しかし、保険薬局からの回答が当日

夕方または翌日になることも多く、病院薬

剤師が内容を見て対応するまでには時間を

要していた。これを、HiMEネット及び SNS

連携アプリを用いることで迅速な対応が可

能かについて検討を行った。 

実際の流れは、①当院で担当医が処方、

②保険薬局で薬剤師が服薬遵守率、副作用

の有無について聴取、③レンバチニブ副作

用チェックシートに記入する。この時に、

処方意図が不明な場合は HiME ネットで薬

剤師が当院の診療記録を閲覧することが可

能である。④チェックシートをカメラ機能

で撮影し、⑤担当患者グループに写真と質

問事項があれば記載して送信する。薬剤師

や看護師は HiME ネット専用端末を業務中

に閲覧可能であるが、医師は常時閲覧しな

いため、自身のメール宛てに新規の情報が

送信されたことを通知で受領し、専用端末

から内容確認して対応することでグループ

内の情報共有を行う事が可能である。 

 薬剤師より「食欲低下や全身倦怠感など

の副作用が強く、レンバチニブの遵守率が

低下している」ことが報告され、薬剤師の

投稿から約 2時間で医師から「副作用の程

度に応じて減量しても構わないこと、治療

効果がみられるため、少量の内服でも中止

せずに治療を継続したい」との返信があっ

たケースや、血圧上昇に対して当院で降圧

薬を増量した後に、かかりつけ医でも降圧

薬が追加され、SNS 上で併用しても構わな

いか薬剤師から問い合わせがあり対応可能

であったケースもあった。 

②DAA 治療後 C 型肝炎患者の適切なフォロ

ーアップの設定と情報共有方法の検討 

1．HCC既往例の DAA 治療後再発因子 

 HCC の根治治療後に DAA 治療を行った

199 例を対象に検討を行った。治療後の

HCC 再発は 97 例あり、累積の発生率は

29.8％/1 年、41.0%/2 年、53.4%/3 年であ

った。多変量解析では、男性（ハザード

比：1.75 98%信頼区間：1.09-2.80）、非

SVR（2.30 1.17-4.52）、HCC 治療回数 2

回以上（1.21 1.07-1.36）の 3因子が抽出

された。これら危険因子ありを 1点として、

low-risk(0 点)、intermediate-risk（1-2

点）、high-risk（3 点）の 3 群に分けた

と こ ろ 、 low-risk/ intermediate-

risk/high risk の累積発癌率は 12.8%/ 

23.2%/ 46.6%/1 年 、 22.4%/ 36.8%/ 

55.8%/2 年と有意に層別化が可能であった

（p<0.001）（図 1）。 
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 さらに、治療後 1年以内に再発する早期

再発と、以後の後期再発の危険因子につい

て検討を行った。治療後 1年以内の再発危

険因子は治療終了時の AFP であり、ROC 解

析からカットオフ値は 6.0 ng/mLであった

（図２）。 

 

 一方、後期再発には治療終了時の eGFR

低値が抽出され、カットオフ値は  70 

mL/min/1.73m2であった（図３）。 

 

 eGFR 低値例は糖尿病の合併と HCC 治療

回数が多く、後期再発には治療歴の他に、

糖尿病などの代謝性因子が影響することが

明らかとなった。 

2．SVR後の HCC発生リスク 

 EKEN network において HCC 既往のない

DAA 治療後 SVR 達成 1,741 例を用いて、治

療後の HCC発生リスクの検討を行った。中

間解析の段階で、男性、AFP 高値、FIB-4 

index 高値、血清アルブミン高値（いずれ

も SVR12時点）の 4因子が抽出された。男

性を 1点、AFP、FIB-4、アルブミンを 3分

位で分けて各 0-2 点とすると、合計スコア

が 0-1 点の群では約 5 年間の観察期間で

HCCの発生は見られなかった。 

3. SVR後の静脈瘤形態変化因子 

EKEN network において SVR を達成し、治

療前後に上部消化管内視鏡検査を実施した

肝硬変 492 例を対象にした。DAA 終了後に

イベント（静脈瘤の内視鏡所見増悪または

静脈瘤出血）を生じたのは 30 例（観察期

間中央値：1354 日）あり、イベントの発

生率は 2.7％/1年、6.4%/3年であった。 

 

D. 考察 

①HiMEネットを活用した肝炎診療連携体制

の検討 

 HiMEネットの特徴として、医療機関以外

に保険薬局や訪問看護ステーションなどが

参加可能な点が挙げられる。一方、参加施

設が当院の医療記録を閲覧することは可能

であるが、HiMEネット上で参加施設と当院

の間で情報を交換することは難しい。SNS

連携アプリは、患者毎にグループを形成し、

担当スタッフを登録する煩雑さはあるもの
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の、画像を含めたリアルタイムな情報交換

が可能であり、多職種の肝炎診療連携を構

築していく上で有用なツールと考えられる。

当院ではDAA治療前には服薬指導と併用薬

スクリーニングを実施しており、FAXを用

いた情報共有も行っているが、偶発的にか

かりつけ医から併用注意もしくは禁忌薬が

処方される可能性は残る。SNS連携を行う

ことで、DAA治療前後の副作用モニタリン

グ、内服遵守率のチェックなどがより高い

精度で実施できる可能性があり、新規の

DAA導入症例に対するSNS連携の準備を進め

ている。さらに、非代償性肝硬変は栄養・

食事・運動療法と薬物療法の両者が鍵とな

り、筋痙攣や掻痒感のモニタリングも必須

となる。したがって、医師、看護師、薬剤

師にとどまらず、栄養士や理学療法士等も

含めた多職種SNS連携の良い適応となると

考えられ、順次対象としていく予定である。 

②DAA治療後C型肝炎患者の適切なフォロー

アップの設定と情報共有方法の検討 

 今年度はHCC既往例のDAA治療後再発、

HCC既往のない症例におけるSVR後発癌リス

クの層別化の検討を実施した。HCC既往例

は、low-risk群でも2年で20%強の累積発癌

を示しており、特に治療終了時のAFP高値

例は1年以内に高率に再発するため、専門

医でのフォローアップが必要と考えられる。

一方で、1年以後の後期では、治療回数が1

回で糖尿病のない症例は再発リスクが低下

していた。治療終了から1年以上再発のな

い症例では、リスクに応じてかかりつけ医

での検査をフォローアップに組みこめる可

能性がある。 

 HCC既往のない症例では、女性でSVR12時

点のAFP及びFIB-4 index低値、アルブミ

ン高値の症例からの発癌は見られなかった。

これら4因子を用いた発癌リスクの層別化

により、低リスク症例は、かかりつけ医で

腫瘍マーカーを測定するなど、両者の役割

分担と協力に基づく肝発癌のモニタリング

を実施、継続できる可能姓がある。 

 

E. 結論 

ICT を用いた肝炎診療連携の充実に向け

て、SNS 連携アプリによるリアルタイムな

多職種連携が有効と考えられ、当院では

DAA 治療や肝硬変患者への対象拡大を今後

進めていくこととしている。 

多くの C型肝炎患者がウイルス排除を達

成できる時代となり、治療後の肝発癌及び

静脈瘤出血等が予後を規定すると考えられ

る。したがって、個別に肝発癌のリスクを

評価するだけでなく、リスクの高さに応じ

て、専門医とかかりつけ医での役割分担を

行うことで、SVR 後の肝炎患者が脱落する

ことなく、長期的なサーベイランスを実施

できる肝炎診療連携体制が構築できる可能

性がある。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

1) T Watanabe, Y Tokumoto, K Joko, K 

Michitaka, N Horiike, Y Tanaka, F Tada, Y 

Kisaka, S Nakanishi, K Yamauchi, H Ochi, 

A Hiraoka, S Yagi, A Yukimoto, M Hirooka, 

M Abe, Y Hiasa. AFP and eGFR are related 

to early and late recurrence of HCC 

following antiviral therapy. BMC Cancer 

21(1): 699, 2021. 
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A. 研究目的 

  B型・C型肝炎ウイルス（HBV・HCV）に対

する抗ウイルス療法は劇的に進歩し、肝硬

変及び肝がんへの進展阻止が可能になった。

また、画像診断を中心とする肝がんのサー

ベイランスの重要性も示されている。しか

し、肝炎ウイルス陽性者が非肝臓専門医

（かかりつけ医）から肝臓専門医へ紹介さ

れないために、抗ウイルス療法や肝がんサ

ーベイランスが充分に実施されていない症

例も散見される。また、肝炎対策には居住

地域による取り組みの違いがみられ、より

良い対応を行うためには、地域の特性に応

じた対策が必要である。 

 先行研究である「地域に応じた肝炎ウイ

ルス診療連携体制の構築に資する研究

（H30～R2）」において、患者は交通手段

がない、多忙などを理由にかかりつけ医に

よる専門医への紹介を断る実態が明らかに

なった。このことは、専門医による遠隔的

な診療支援の必要性を示していた。また、

肝炎診療連携体制を構築しているにもかか

わらず、各診療機関における患者情報は十

分に共有されておらず、より有効で効率的

な連携体制の構築が求められていた。 

 新潟県は佐渡島を有しており、本州主要

研究要旨：当県が有する佐渡島は、日本有数の人口と面積を有する離島であるが、島内

の医療機関へのアクセスは充足しているとは言い難い。近年、Information and 

Communication Technologies (以下ICT)が医療社会で注目を集めており、医療への活用

方法が模索されている。佐渡には【ひまわりネット】という佐渡島内の医療機関のネッ

トワークが2012年より運用されており、B型肝炎患者が多い佐渡島内のウイルス性肝疾

患診療への活用を目指した。最初にHBs抗原陽性/HCV抗体陽性患者をひまわりネット上

で抽出を試みたが、表記揺れなどの問題もあり十分に抽出出来ないことが明らかになっ

た。また非活動性キャリアやHCV SVR後の患者における画像検査の間隔や腫瘍マーカー

検査有無などは開業医間で差を認めたため、現在佐渡総合病院と開業医間での、ウイル

ス性肝炎診療の一助となる地域連携パスを作成し運用を目指した。現在は地域連携パス

を作成中である。 
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4島・沖縄を除くと、人口57,255人（H27国

勢調査）で3位、面積は854km2 で1位と日

本有数の面積・人口を誇る離島である。し

かし、中核病院である佐渡総合病院へのア

クセスは車で最大50分必要とし、また医療

機関数も少なく、医療体制は充足している

とは言い難い。また佐渡島の肝疾患の特徴

としてB型肝炎ウイルス性肝炎の罹患数の

多さが挙げられ、H24～H28の5年間におけ

る40歳健診以外の方への健診におけるHBs

抗原陽性率は1.81と全国の0.76、新潟県佐

渡市以外の0.68を大きく上回る。このよう

に面積が広大である一方、高齢化が進む佐

渡では、ICT活用の可能性を模索するモデ

ルケースとなる。 

 そうした背景より、佐渡では既に2012年

より【さどひまわりネット】というネット

ワークが稼働している（図1）。これは佐

渡島内の病院や診療所・薬局・福祉施設を

ネットワークで結びつけ、情報を共有する

システムであり、2021年8月時点で島民の

約1/3、ほぼ島内の医療機関が登録されて

いる。ここで我々はこのひまわりネットに

着目し、肝疾患診療（特にウイルス性肝

炎）へ活用する取組を行うこととした。 

 

 

図1 

 

B. 研究方法 

1．対象患者 

2011年1月から2024年3月までの期間中にさ

どひまわりネットに登録されたHBs抗原陽

性、HCV抗体陽性患者を対象とする。HBs抗

原の陽性率は約2%、HCV抗体の陽性率は約

1%のため、HBs抗原1000例、HCV抗体陽性

500例程度の症例を想定している。 

2．方法 

(i)．さどひまわりネットを用いたウイル

ス性肝炎患者の拾い上げ 

 さどひまわりネットを用いて、登録者の

HBs抗原陽性者、HCV抗体陽性者を抽出する。

その中で、佐渡総合病院でHBs抗原、HCV抗

体を検査しつつ、消化器内科に過去1年以

内に受診歴のある患者数を除いたものが、

開業医に潜在的に存在するウイルス性肝炎

患者である。このようにして、ひまわりネ

ットを用いて佐渡島内の潜在的なウイルス

性肝炎患者を拾い上げる（図2）。 

 

図2 

 

(ii)．ひまわりネットを用いた地域連携パ

スの運用 

 佐渡島内の医科診療所は肝臓非専門医で

ある。非活動性キャリアやHCV SVR後患者

の地域連携パスを作成することにより、肝

臓非専門医の医科診療所においても診療内
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容が統一され、肝炎診療の質の担保に繋が

る。 

 ひまわりネット上で地域連携パスを構築

する。内容は、半年毎の血液検査と腹部エ

コー検査である（腹部エコーは佐渡総合病

院で施行）。尚、腹部エコー検査も、ひま

わりネットを用いて簡便に画像検査予約取

得が出来るようにする（検査のみ予約し、

検査のみ受診、検査結果や診療アドバイス

はひまわりネット上で参照できるようにす

る）（図3）。 

 計画ではひまわりネットで取得できる患

者様の主病名や血液検査、画像検査、内服

薬等についてデータ集積を行う。Fib-4 

indexやATX、M2BPGi、画像所見などからリ

スクを総合的に判別し、ひまわりネットを

用いた地域連携パスの該当する症例か、そ

れともハイリスクのため、佐渡総合病院で

経過を診るべき症例かは新潟大学医歯学総

合病院肝疾患相談センターと佐渡総合病院

消化器内科医師が判断する。 

 

図3 

 

3．評価項目 

 開業医に潜在的に存在するウイルス性肝

炎患者数、地域連携パスへ移行できた症患

者数を主要評価項目とした。 

 

（倫理面への配慮）本研究は新潟大学倫理審査

委員会で承認を得ている（承認番号 2021-

0202） 

 

C. 研究結果 

(i)．さどひまわりネットを用いたウイル

ス性肝炎患者の拾い上げ 

検査コードをもとに、ひまわりネットの

システム作成会社へ抽出を依頼したが、

HBs 抗原検査数 194 名（陽性者数不明）、

HCV 抗体検査数 896 名（陽性 7 名）であっ

た。 

 

(ii)．ひまわりネットを用いた地域連携パ

スの運用 

 ひまわりネットを用いた地域連携パスを

現在作成中である。開業医の先生方に使用

していただくためにも、パス患者の初期設

定は新潟大学医歯学総合病院肝疾患相談セ

ンター医師もしくは佐渡総合病院消化器内

科医師が設定することとした。 

 

D. 考察 

 ウイルス性肝炎患者の拾い上げについて

は、抽出条件が不十分であることが予想さ

れた。原因としては、検査項目については、

検査コードにより抽出する必要があるが、

医療機関毎に異なっており、また病院独自

のコードも存在しており、表記ゆれによる

抽出漏れが判明した。現在、抽出条件を拡

大し、再度抽出を依頼中である。このよう

に、他施設が関わるネットワークでは初期

の設定が重要である。 

 地域連携パスの作成については、現在シ

ステム会社と協議中であるが、当初検討し
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ていた機能などが、システムに内蔵されて

おらず新規の搭載が難しいことが判明して

いる（通知機能における既読システムや、

抽出機能など）。ひまわりネットに内蔵さ

れているシステムで、実現可能な、かつ開

業医の先生方が使いやすいような、なるべ

くシンプルな地域連携パスの作成・運用を

2022年度中に予定している。 

 

E. 結論 

 さどひまわりネットを用いたウイルス性

肝炎患者の拾い上げ、地域連携パスの作成

を開始した。表記ゆれなどによる抽出不十

分、内蔵システムによる地域連携パスの問

題点も存在するが、2022年度にはこれらの

問題を解決した運用の実施を開始していく。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

疫学的視点からみた自治体肝炎対策の比較と課題提示に関する研究 

 

研究分担者：田中 純子 広島大学大学院医系科学研究科 疫学・疾病制御学 教授 

研究協力者：秋田 智之、栗栖あけみ、杉山 文  

      広島大学大学院医系科学研究科 疫学・疾病制御学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究要旨：本分担研究では、各都道府県における肝炎・肝癌の動態、診療連携や肝炎・

肝癌対策の現状と課題を把握するために、岩手・東京・神奈川・新潟・石川・京都・

広島・愛媛・福岡・佐賀の10府県の肝炎・肝癌に関する疫学データや対策実施状況の

視覚化を試みた。その結果、以下のことが明らかになった。 

1. 近年、全国的に肝癌死亡率の低下傾向が認められる。しかし、2017年まで肝癌死亡

率が全国１位であった佐賀は2019年には全国12位に下がっていたが、2020年では死

亡率が大幅に上昇し2位となっていた。 

2. 人口10万人当たりの【特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査】（保健所・

委託医療機関実施分）数について、10県で比較したところ、佐賀、石川、広島に多

い傾向がみられた。また、保健所による検査数と委託医療機関における肝炎ウイル

ス検査数の割合には、都道府県により、違いがみられ、佐賀、石川、広島などでは

委託医療機関実施分の割合が高く、岩手、京都では保健所実施分の割合が高い。 

3. 都道府県別にみた肝炎対策の取り組み状況についてレーダーチャートによる視覚化

を試みたところ、特に診療連携に関するスコアは都道府県により地域差がみられ

た。本スコアは自治体調査を基にしているので肝炎ICT班が考える診療連携のうち

「３．自治体及び検診機関が実施した肝炎ウイルス検査陽性者の肝臓専門医への紹

介」に関連する質問項目から算出している。一方で、2019年度比較して2020年度の

診療連携スコアが低下していた。これはCOVID-19の影響があると考えられるが、比

較的高いスコアを維持できた都道府県もあることから、診療連携関連スコアの高く

かつ維持できている都道府県における検査陽性者に対する取り組みの事例紹介や疫

学的、政策面も含めた要因分析などが、診療連携の促進に有効であると考えられ

た。 

4. 受検・受診・受療については、多くの都道府県でスコアが高い傾向があるが、フォ

ローアップについては、スコアが低い都道府県がみられた。また、半数の都道府県

で受検等に関し都道府県と市町村の情報共有がされていないことも明らかとなっ

た。スコアが低い都道府県の中には、保健所や委託医療機関に任せているので都道

府県では把握していないという回答も多くみられ、都道府県と保健所、委託医療機

関、市町村での情報共有も必要であると考えられた。さらに、2019年度から比較し

て、2020年度は受療、フォローアップ関連のスコアが有意に低下していることか

ら、スコアが低下した都道府県の要因分析も有用であると考えられた。 
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A. 研究目的 

本分担研究では、各都道府県における肝

炎・肝癌の動態、診療連携や肝炎・肝癌対

策の現状と課題を把握するために、いくつ

かの都道府県を選び、肝がん罹患・死亡の

現状、肝炎ウイルス検査受検状況、各種肝

炎・肝癌対策の取り組み実施率を算出し、

視覚化を試みた。 

 

B. 研究方法 

対象とした都道府県は、岩手・東京・神

奈川・新潟・石川・京都・広島・愛媛・福

岡・佐賀の 10府県である。 

解析に用いた資料は以下の通りである。 

1. 都道府県別にみた肝癌死亡数、粗肝癌

死亡率（人口動態統計より） 

2. 都道府県別にみた肝癌罹患率（国立が

んセンター がん統計） 

3. 都道府県別にみた 10 万人当たり肝疾

患専門医数（日本肝臓学会より） 

4. 各自治体における肝炎ウイルス検査の

実績（厚生労働省健康局がん・疾病対

策課肝炎対策推進室） 

5. 肝炎ウイルス検査受検率（令和 2 年度 

肝炎ウイルス検査受検状況等実態把握

調査（国民調査） 

6. 令和 2 年度 都道府県肝炎対策取組状

況調査（表 1） 
 

 

 

表 1. 2020（R2）厚労省肝炎対策室肝炎対策取組状況調

査（自治体調査）調査項目 

I. 計画・目標等（2項目） 

対象：都道府県 

⚫ 肝炎対策にかかる計画・目標の策定について 

⚫ 肝炎対策協議会の設置状況について 

2. 肝炎ウイルス検査・陽性者へのフォローアップ対

応（4項目） 

対象：都道府県・保健所設置市・特別区 

⚫ 特定感染症検査等事業(肝炎ウイルス検査)(保健所

実施分・委託医療機関実施分)について 

⚫ 肝炎ウイルス検査の市町村との連携 

⚫ 職域における肝炎ウイルス検査促進事業について 

⚫ フォローアップ事業市町村との連携 

3. 肝炎医療体制（4項目） 

対象：都道府県 

⚫ 肝炎医療にかかる体制整備について（拠点病院等

連絡協議会の状況、専門医療機関、相談体制、情

報公開) 

4. 啓発（1項目） 

対象：都道府県・保健所設置市・特別区 

⚫ 啓発の内容について 

5. 施策等（3項目） 

対象：都道府県 

⚫ 地域肝炎治療コーディネーター（肝炎医療コーデ

ィネーター）、サポートについて 

⚫ 肝炎患者支援手帳の作成・配布について 

6. 健康増進事業（3項目） 

対象：市区町村 

⚫ 健康増進事業における肝炎ウイルス健診について 

⚫ 妊婦健康診査における肝炎ウイルス検査について 

⚫ 肝炎医療コーディネーターについて 

 

検討した項目と解析方法は以下の通りで

ある。 

１．人口動態統計による肝癌死亡の状況 

 人口動態統計から各都道府県の肝癌死亡

に関するデータを抽出し、以下の項目をグ

ラフ化した。 

➢ 都道府県別にみた肝癌死亡率・肝癌死

以上により、本研究では、肝炎・肝がんの疫学と対策の取り組み状況を視覚化・見える

化し、実態把握と課題を理解しやすく提示した。特に、診療連携について地域差が認め

られたことから、地域の現状に応じた診療連携の構築が必要であると考えられた。各自

治体における肝炎・肝がん対策の基礎資料になると考えられた。 
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亡数の経年推移（2000-2019年） 

➢ 都道府県別にみた肝癌(粗)死亡率、年

齢調整死亡率と肝癌死亡数の散布図

（2015-2019年平均） 

 

2．公的事業による肝炎ウイルス受検者数 

厚生労働省健康局 がん・疾病対策課 肝

炎対策室の「各自治体における肝炎ウイル

ス検査の実績」を健康増進事業実施分、特

定感染症検査等事業実施分に分けて、グラ

フ化した。 

➢ 10 万人当たりの健康増進事業による肝

炎ウイルス検査受検者数の推移（2008-

2017年） 

 

3．10万人当たりの肝臓専門医数（2020年

現在） 

 日本肝臓学会の肝臓専門医一覧をもとに、

各都道府県における肝臓専門医の数をグラ

フ化した。 

 

4．都道府県別にみた肝炎対策取り組み等

スコア（レーダーチャート）の提示 

 上記疫学統計資料と厚労省が「自治体に

おけるウイルス性肝炎検査受検状況や、ウ

イルス性肝炎に関する正しい知識の普及啓

発状況、自治体の肝炎対策の計画策定状況

等についての実態把握を目的」で行った肝

炎対策取組状況調査（自治体調査）の結果

をもとに、以下の方法で受検（都道府県・

委託医療機関実施分）・受診・受療・フォ

ローアップ・受検（市町村実施分）・診療

連携のスコア（表 2-7）を算出し、肝がん

罹患・死亡や肝炎ウイルス検査受検率、肝

臓専門医数と合わせたレーダーチャート

（図 1）を作成した。 

 
表 2. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施

分）の受検関連スコア項目 

 
表 3. 受診関連スコア項目 

 

表 4. 受療関連スコア項目 
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表 5. フォローアップ関連スコア項目 

表 6. 肝炎ウイルス検査（健康増進事業実施分）の受検

関連スコア項目 

表 7. 診療連携関連スコア項目 

 
図 1. 都道府県別にみた肝炎取り組み等のスコアのレー

ダーチャート 

 

C. 研究結果 

１．人口動態統計による肝癌死亡の状況 

10 府県及び全国の肝癌死亡率と肝癌死

亡数の推移を図 2、3、ランキングを表 8、

9 に、肝癌死亡率と肝癌死亡数の散布図を

図 4に、肝癌死亡率・死亡数をもとに分類

した肝癌死亡状況 4群を図 5に示した。 

全国的に肝癌死亡率は減少傾向がみられ

ている。2017 年まで肝癌死亡率が全国 1

位であった佐賀では、2019 年では 12 位に

下がっていたが 2 位に戻った。2020 年度

の 47 府県別にみた順位は肝癌死亡率が高

いほうから島根、佐賀、鳥取の順であった。 

肝癌死亡数についても全国的に減少傾向

であり、特に絶対数が多い都道府県で減少

がみられた、10 府県の中では肝癌死亡数

の多い神奈川、福岡、広島での減少幅が大

きかった。 

2020 年の 47 都道府県別にみた順位は多

いほうから東京、大阪、神奈川の順であっ

た。 

肝癌死亡率の高低と肝癌死亡数の多少で

4 群に分けた時の都道府県のグループは昨

年と同じであった。 

 
図 2. 都道府県別にみた肝癌死亡率の推移 
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表 8. 肝がんによる粗死亡（人口 10 万人対）の高い都道

府県 

下線：中国・四国・九州地域 

2019 年 12 位 佐賀県 

 

図 3. 都道府県別にみた肝癌死亡数の推移 

 

表 9. 肝がんによる死亡数の多い都道府県 

 

図 4. 都道府県別にみた肝がん死亡数と肝癌粗死亡率

2015-2019 年平均 

 
 

図 5. 都道府県別にみた肝がん死亡の状況 4 群分類

2016-2020 年 

 

 

2．公的事業による肝炎ウイルス受検者数 

10 府県における、40～74 歳人口当たり

の健康増進事業による B 型・C 型肝炎ウイ

ルス検査受検者数（2008～2019 年）、20

～74 歳人口当たりの特定感染症検査等事

業による B型 C型肝炎ウイルス検査受検者

数（2010～2019 年）の推移を図 6、7 に示

した。 

 
図 6. 都道府県別にみた 40～74 歳人口当たりの「健康増

進事業による B 型・C 型肝炎ウイルス検査」人口

10 万人当たりの検査受検者数の推移（2008～2019

年） 

 

 

 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

1位 佐賀 福岡 佐賀 和歌山 佐賀 福岡 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 佐賀 和歌山 徳島 島根

3 7 .3 3 8 .3 4 2 .4 4 1 .8 4 3 .3 4 2 .9 4 1 .7 4 4 .3 4 3 .1 4 7 .5 4 5 4 9 .8 4 6 .9 4 7 .6 4 6 .1 4 5 .9 4 5 .7 4 1 .1 4 4 .0 3 9 .4 3 5 .4 3 5 .9 3 5 .6 3 7 .6 3 5 .4 3 2 .0 3 0 .4 3 1 .3

2位 福岡 佐賀 福岡 佐賀 福岡 佐賀 福岡 島根 和歌山 和歌山 和歌山 和歌山 福岡 福岡 和歌山 福岡 和歌山 広島 和歌山 和歌山 島根 高知 和歌山 高知 和歌山 佐賀 山口 佐賀
3 5 .6 3 7 .4 4 1 .0 3 9 .9 4 1 .4 4 1 .4 4 1 .4 4 0 .6 4 2 .6 4 1 .6 4 3 .9 4 1 .7 4 1 .5 4 0 .4 4 1 .2 4 0 .1 3 9 .3 3 8 .4 3 6 .8 3 6 .8 3 5 .3 3 5 .0 3 5 .0 3 4 .0 3 2 .9 3 1 .4 2 8 .8 3 0 .1

3位 大阪 広島 広島 広島 和歌山 和歌山 広島 福岡 徳島 山口 福岡 福岡 山口 徳島 福岡 愛媛 高知 和歌山 広島 愛媛 山口 長崎 鳥取 島根 山口 高知 愛媛 鳥取
3 4 .2 3 3 .8 3 8 .0 3 9 .8 4 0 .5 4 0 .6 3 9 .9 4 0 .5 4 0 .3 4 1 .6 4 3 .0 4 0 .1 4 1 .4 3 9 .8 4 0 .2 3 7 .7 3 8 .1 3 7 .1 3 5 .4 3 6 .4 3 5 .3 3 4 ..6 3 4 .2 3 3 .8 3 2 .4 2 9 .6 2 8 .7 2 8 .8

4位 和歌山 大阪 大阪 福岡 徳島 広島 和歌山 広島 福岡 福岡 山口 広島 和歌山 山口 広島 長崎 長崎 愛媛 福岡 福岡 愛媛 島根 山口 和歌山 島根 山梨 島根 高知
3 3 .8 3 3 .2 3 7 .8 3 8 .7 3 9 .5 4 0 .3 3 9 .6 3 9 .2 3 9 .8 4 1 .4 3 8 .3 3 9 .9 3 9 .9 3 9 .4 3 8 .2 3 7 .1 3 7 .5 3 7 .0 3 5 .1 3 5 .2 3 4 .6 3 4 .5 3 2 .2 3 2 .8 3 1 .0 2 8 .7 2 8 .0 2 8 .7

5位 広島 和歌山 和歌山 島根 広島 大阪 山口 愛媛 広島 広島 大阪 山口 山梨 広島 鳥取 広島 福岡 福岡 愛媛 島根 福岡 和歌山 福岡 鹿児島 鹿児島 徳島 和歌山 鹿児島
3 3 3 2 .3 3 6 .6 3 8 .5 3 9 .4 3 9 3 8 .4 3 8 .9 3 9 .6 3 9 .9 3 7 .7 3 9 .7 3 8 .2 3 7 .7 3 7 .2 3 6 .9 3 7 .3 3 6 .8 3 4 .9 3 4 .6 3 3 .2 3 3 .9 3 2 .1 3 1 .8 2 9 .9 2 8 .6 2 7 .9 2 8 .6

6位 徳島 鳥取 山口 大阪 大阪 徳島 大阪 山口 愛媛 長崎 広島 奈良 島根 和歌山 大分 島根 愛媛 島根 山口 徳島 広島 愛媛 長崎 徳島 熊本 愛媛 宮崎 徳島
3 1 .4 3 1 .6 3 6 .3 3 7 .4 3 7 .1 3 7 .9 3 7 .6 3 8 .9 3 8 .8 3 8 .9 3 7 .6 3 9 .4 3 8 .1 3 7 .6 3 6 .9 3 6 .8 3 6 .7 3 6 .6 3 4 .4 3 3 .9 3 2 .6 3 2 .9 3 1 .7 3 1 .6 2 9 .6 2 7 .9 2 7 .5 2 7 .9

7位 高知 愛媛 長崎 山口 島根 愛媛 大分 大阪 大阪 愛媛 山梨 鳥取 広島 高知 島根 和歌山 山口 大分 大分 高知 大分 福岡 愛媛 熊本 愛媛 福岡 福岡 山口
3 0 .6 3 1 .6 3 5 .4 3 6 .6 3 5 .7 3 7 .8 3 7 .3 3 8 .4 3 8 3 7 .9 3 7 .1 3 8 .9 3 8 .1 3 6 .2 3 6 .2 3 5 .9 3 6 .1 3 6 .6 3 4 .2 3 3 .9 3 2 .5 3 2 .9 3 1 .6 3 1 .2 2 9 .4 2 7 .6 2 7 .3 2 7 .8

8位 鳥取 山口 兵庫 徳島 山口 兵庫 愛媛 徳島 高知 高知 徳島 徳島 愛媛 大阪 徳島 高知 徳島 高知 長崎 山口 鳥取 広島 高知 福岡 福岡 熊本 長崎 和歌山
3 0 .5 3 1 .2 3 4 .5 3 5 .7 3 5 .7 3 6 .1 3 6 .8 3 7 .9 3 6 .4 3 7 .7 3 6 .4 3 7 .7 3 7 .4 3 4 .9 3 6 .2 3 5 .5 3 5 .9 3 5 .6 3 4 3 3 .7 3 2 .1 3 1 .5 3 1 .6 3 1 .1 2 9 .4 2 7 .2 2 7 .2 2 7 .1
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図 7. 都道府県別にみた 40～74 歳人口当たりの「特定感

染症検査等事業による B 型・C 型肝炎ウイルス検

査」人口 10 万人当たりの検査受検者数の推移

（2008～2019 年） 

 

 

 

3．10万人当たりの肝臓専門医数 

47 都道府県の人口 10 万人当たりの肝臓

専門医数を図 8に示した。 

人口 10 万人当たりの肝臓専門医数は、

石川、愛媛、福岡で多い。 

 
図 8. 都道府県別にみた人口 10 万人当たりの肝臓専門医

数（2022 年） 

 

 

 

 

 

 

 

4．令和 2 年度厚生労働省肝炎対策取組状

況調査を用いた各都道府県の肝炎対策の実

施状況 

図 9 に R1 と R2 の 47 都道府県の各スコ

アの推移を示した。受療・フォローアッ

プ・診療連携の関連するスコアが有意に低

下していたが、そのほかのスコアは有意な

変化がみられなかった。図 10に 10府県の

肝炎対策の取り組みスコアの比較をレーダ

ーチャートで示した。図 11に 10府県にお

ける肝炎対策取り組み標準化スコアをレー

ダーチャートで示した。10 府県の中でも

肝炎対策の取り組み、特に、診療連携関連

スコアに地域差がみられた。 

 
図 9. 肝炎対策取り組みスコアの推移 

 
図 10. 令和 2 年度厚生労働省肝炎対策取組状況調査によ

る 10 府県の肝炎対策の取り組みスコアの比較 
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図 11. 令和 2 年度厚生労働省肝炎対策取組状況調査をも

とにした 10 府県の肝炎対策取り組みスコア 

 

 

D. 考察 ＆ E. 結論 

 「令和 2 年度 肝炎対策取組状況調査」

による都道府県（10 県：岩手、東京、新

潟、神奈川、石川、京都、広島、愛媛、福

岡、佐賀）の肝炎対策の取り組み、【特定

感染症検査等事業による肝炎ウイルス検

査】の受検・受診・受療・フォローアップ

【健康増進事業分の肝炎ウイルス検査】受

検、診療連携の状況と、疫学データと合わ

せて解析し、レーダーチャートにより「見

える化」したところ、以下のことが明らか

になった。 

1. 近年、全国的に肝癌死亡率の低下傾向

が認められる。しかし、2017 年まで肝

癌死亡率が全国１位であった佐賀は

2019 年には全国 12 位に下がっていた

が、2020 年では死亡率が大幅に上昇し

2位となっていた。 

2. 人口 10万人当たりの【特定感染症検査

等事業による肝炎ウイルス検査】（保

健所・委託医療機関実施分）数につい

て、10 県で比較したところ、佐賀、石

川、広島に多い傾向がみられた。また、

保健所による検査数と委託医療機関に

おける肝炎ウイルス検査数の割合には、

都道府県により、違いがみられ、佐賀、

石川、広島などでは委託医療機関実施

分の割合が高く、岩手、京都では保健

所実施分の割合が高い。 

3. 都道府県別にみた肝炎対策の取り組み

状況についてレーダーチャートによる

視覚化を試みたところ、特に診療連携

に関するスコアは都道府県により地域

差がみられた。本スコアは自治体調査

を基にしているので肝炎 ICT 班が考え

る診療連携のうち「３．自治体及び検

診機関が実施した肝炎ウイルス検査陽

性者の肝臓専門医への紹介」に関連す

る質問項目から算出している。一方で、

2019 年度比較して 2020 年度の診療連

携スコアが低下していた。これは

COVID-19 の影響があると考えられるが、
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比較的高いスコアを維持できた都道府

県もあることから、診療連携関連スコ

アの高くかつ維持できている都道府県

における検査陽性者に対する取り組み

の事例紹介や疫学的、政策面も含めた

要因分析などが、診療連携の促進に有

効であると考えられた。 

4. 受検・受診・受療については、多くの

都道府県でスコアが高い傾向があるが、

フォローアップについては、スコアが

低い都道府県がみられた。また、半数

の都道府県で受検等に関し都道府県と

市町村の情報共有がされていないこと

も明らかとなった。スコアが低い都道

府県の中には、保健所や委託医療機関

に任せているので都道府県では把握し

ていないという回答も多くみられ、都

道府県と保健所、委託医療機関、市町

村での情報共有も必要であると考えら

れた。さらに、2019 年度から比較して、

2020 年度は受療、フォローアップ関連

のスコアが有意に低下していることか

ら、スコアが低下した都道府県の要因

分析も有用であると考えられた。 

以上により、本研究では、肝炎・肝がんの

疫学と対策の取り組み状況を視覚化・見え

る化し、実態把握と課題を理解しやすく提

示した。特に、診療連携について地域差が

認められたことから、地域の現状に応じた

診療連携の構築が必要であると考えられた。

各自治体における肝炎・肝がん対策の基礎

資料になると考えられた。 
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研究要旨：肝炎対策基本指針では、肝炎ウイルス検査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受

診・受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院等（以下、拠点病院）による適切かつ

良質な肝炎医療の提供というスキームの中で、肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすこ

とが目標と設定されている。しかし、受検率、肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、

肝炎医療コーディネーターの養成と適正配置など、十分ではない課題が指摘されてい

る。 

 消化器内科・肝臓内科の肝疾患専門診療科以外の診療科（以下、非専門診療科）で肝

炎ウイルス陽性と判明した患者が専門診療科に紹介されずにフォローされている事例

や、地域において非肝臓専門医（かかりつけ医）に受診した患者が、そのまま専門医療

機関、拠点病院へ紹介されず経過観察されている事例もある。このような院内連携、病

診連携の達成度を評価するために、指標班・拡充班が作成・運用した肝炎医療指標の中

で上記連携に関する指標を継続評価した。指標調査開始初年度（平成30年度）結果で

は、電子カルテアラートシステム導入率は50％（35/70拠点病院）、電子カルテアラー

トシステムを用いた消化器内科・肝臓内科への受診指示率は48.5%であった。令和2年

度、3年度調査では、アラートシステム導入指標、受診指示指標ともに向上していた。

令和元年度に肝炎医療指標調査の中で行った拠点病院における病診連携指標調査では、

かかりつけ医から拠点病院への紹介率、拠点病院からかかりつけ医への逆紹介率はいず

れも80-90％であったが、診療情報提供書、患者手帳等を使っての診療連携実施率は20-

30％にとどまっていた。令和2年度調査では紹介率にやや改善を認めたが、逆紹介率、

診療連携率は同等であった。令和3年度はICT配備状況の調査を実施した。令和元年度〜

3年度に全国50施設（10自治体）の専門医療機関を対象に専門医療機関向け肝炎医療指

標調査・診療連携指標調査を実施した。院内での肝炎ウイルス陽性者の紹介システムを

配備している専門医療機関は、令和元年度48%（23/48）、令和2年度58％（28/48）、令

和3年度60％（30/50）であり向上していた。今後はかかりつけ医から専門医療機関や拠

点病院への紹介を円滑に行うためのシステム等の構築が必要である。 
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A. 研究目的 

ウイルス肝炎から肝硬変、肝がんへの移

行者を減らすためには、ウイルス肝炎検査

陽性者を適切に肝疾患専門医療機関、肝疾

患診療連携拠点病院（以下、拠点病院）へ

紹介し、治療の要否を判断することが必要

である。自治体検診等で判明したウイルス

肝炎陽性者が、受診していない現状が明ら

かになっている。病院内の術前検査等で判

明したウイルス肝炎検査陽性者も、消化器

内科、肝臓内科等の専門診療科へ紹介され

ていない現状がある。 

ウイルス肝炎検査陽性者を適切に受診、

受療、治療後フォローを行うために、各地

域の特性に応じた病診連携指標を作成し、

運用することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

「肝炎の病態評価指標の開発と肝炎対策

への応用に関する研究」班（指標班）（研

究代表者：考藤達哉）では、平成 29 年度

に肝炎医療指標（33）、自治体事業指標

（21）、拠点病院事業指標（20）を作成し

た。平成 30年度、平成 31年度、令和元年

度、令和 2年度には、これらの指標を拠点

病院へのアンケート調査、拠点病院現状調

査（肝炎情報センターで実施）、都道府県

事業調査（肝炎対策推進室で実施）から評

価した。 

本研究班では、指標班（平成 29〜令和

元年度）・拡充班（令和 2年度〜）との連

携により、院内連携、病診連携に関係する

指標として電子カルテを用いた院内連携、

ウイルス肝炎検査陽性者の受診、C 型肝炎

治癒後のフォロー等に関する指標を主に評

価した。令和元年度、令和 2 年度、令和 3

年度には、肝炎医療指標調査の中で病診連

携指標を調査した。拠点病院に対しては全

71 拠点病院を対象に、専門医療機関に対

しては、指標班が抽出した 10 都道府県に

各 5 専門医療機関の選択を依頼し、全 50

専門医療機関を対象に、同じ病診連携指標

を用いてパイロット調査を実施した（下

図）。 

 

 

（倫理面への配慮） 

本分担研究は、事業調査によって収集さ

れたデータに基づく解析研究であり、個人

情報を取り扱うことはない。したがって厚

生労働省「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」（平成 26 年 12 月 22 日）

を遵守すべき研究には該当しない。 

 

C. 研究結果 

１）院内連携関連指標調査結果 

全国拠点病院（平成 29年度時点で 70病

院、平成 30年度以降 71病院）を対象とし

た肝炎医療指標調査の中で、「肝炎ウイル

ス陽性者受診勧奨システム（電子カルテに

よる陽性者アラートシステム）の導入の有

無（肝炎-5）」、「同電子カルテシステム

を用いた受診指示の有無（肝炎-6）」、

「同電子カルテシステムを用いて、消化器

内科・肝臓内科以外の診療科から紹介され

たウイルス肝炎患者数（肝炎-7）」を、院
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内連携関連指標として評価した。平成 30

年度～令和 3年度の調査結果を経年的に評

価した（令和 3年度は暫定値）。 

平成 30 年度、令和 2 年度、令和 3 年度

の調査結果を比較すると、電子カルテアラ

ートシステム導入指標（0.55→0.65）、消

化器内科・肝臓内科への受診指示率（0.6

→0.85）といずれも改善を認めた。 

2

肝炎に関する指標値とその推移（ 拠点病院）

⾮侵襲的肝線維化指標による診断

Child-Pughスコアの利⽤

定期的な画像検査

定期的な腫瘍マーカーの測定

陽性者アラートシステムの導⼊

アラートシステムによる受診
指⽰

H30 R2

陽性者アラート システム
による受診指⽰に関して
は⽬標値に到達

指標値

DAA-fa i lu re治療前
HCV-RAS検査の有無
に関しては⽬標値到達

治療ガイドラインに基づいた説明

serotypeまたはgenotype検査

2回⽬治療前HCVRAS検査

併⽤薬の確認

SVR12、24の評価

肝線維化指標に応じた
SVR後フォロー

SVR後の定期通院

SVR後の定期画像検査

SVR後の定期肝線維化指
標検査

SVR後の定期腫瘍マーカー

指標値

H30 R2

瀬⼾⼭博⼦, 考藤達哉 令和3年度厚労科研政策研究 拡充班調査

0

0 . 2

0 . 4

0 . 6

0 . 8

1

R3* R3*
0

0 . 2

0 . 4

0 . 6

0 . 8

1

Ch i ld -Pu g hスコアの
利⽤が低下傾向

肝線維化指標に応じた
SVR後フォローが低下
傾向

*2022/1/21時点

 

 

平成 30年度～令和 3年度に全国 50施設

（10 自治体）の専門医療機関を対象に専

門医療機関向け肝炎医療指標調査・診療連

携指標調査を実施した。院内での肝炎ウイ

ルス陽性者の紹介システムを配備している

専 門 医 療 機 関 は 、 令 和 元 年 度 48%

（23/48）、令和 2 年度 58％（28/48）、

令和 3 年度 60％（30/50）であった（図）。

専門医療機関における電子カルテアラート

/紹介システムの配備は進んでいることが

明らかになった。 

 

 

２）C型肝炎 SVR 後フォロー指示実施率 

同様に肝炎医療指標の中で、「肝線維化

に応じた SVR 後フォローの指示率（肝炎-

14）、「SVR 後フォロー指示実施率（肝炎

-15）」を病診連携に繋がる指標として評

価した。 

平成 30 年度～令和 3 年度の全拠点病院

での結果は、（肝炎-14）肝線維化に応じ

た SVR 後フォロー実施指標値（0.90→

0.85）、（肝炎-15）SVR 後フォロー指示

実施指標値（1.0→1.0）であり、拠点病院

における SVR後のフォロー指示に関しては

極めて高い達成度であった。 

 

３）拠点病院対象病診連携指標 

病診連携指標を令和元年度と令和 2年度

で比較した。B 型肝炎、C 型肝炎ともに、

かかりつけ医から拠点病院への紹介率、拠

点病院からかかりつけ医への逆紹介率はい

ずれも 80-90％であったが、診療情報提供

書、患者手帳等を使っての診療連携実施率

は 20-30％にとどまっていた（図）。紹介

率は令和 2年度には向上したが、逆紹介率、

診療連携率は同等であった（図）。 
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令和 3年度の専門医療機関における病診

連携指標調査では、専門医療機関とかかり

つけ医の連携は確認できたが、専門医療機

関と拠点病院との連携患者数（平均値）は

少なかった（表）。 

 今後は ICT等を用いた診療情報の共有シ

ステムの運用や紹介システムの開発が必要

である。 

 

 

D. 考察 

拠点病院における院内連携支援として電

子カルテを用いたウイルス肝炎検査陽性者

アラートシステムが期待されている。令和

元年度時点で拠点病院、専門医療機関にお

ける同システムの導入は 50-58％程度に留

まっていた。また、同システムによる専門

診療科への受診指示率、紹介率は低かった。

指標の経年調査によって、拠点病院、専門

医療機関においてアラートシステム導入指

標、患者紹介指標は向上していることが明

らかになった。拠点病院における病診連携

の端緒となる C型肝炎 SVR患者へのフォロ

ー指示率は高かった。拠点病院とかかりつ

け医間での紹介率、逆紹介率は高かったが、

文書、手帳等を用いての診療連携実施率は

30％程度であった。今後は ICT等を活用し

て、かかりつけ医から専門医療機関や拠点

病院への紹介を円滑に行うためのシステム

構築等が必要である。 

 

E. 結論 
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院内連携、病院連携を推進するための基

礎資料とするため、指標班・拡充班と連携

して拠点病院における院内連携指標、病診

連携指標調査を実施した。また専門医療機

関における病診連携指標を、10 都道府県

を対象にパイロット調査を実施した。今後

は地域の実情に応じた診療連携を推進する

ために、拠点病院における本指標の継続調

査と、全国専門医療機関を対象とした拡大

調査が必要である。 
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令和 4 年 2 月 14 日 
厚生労働大臣     殿                                   

  
                                                                                              
                   
                              機関名 国立国際医療研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 國土 典宏         
 

   次の職員の令和 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）                                         

２．研究課題名  ネットワーク社会における地域の特性に応じた肝疾患診療連携体制構築に資する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）肝炎・免疫研究センター・研究センター長                                  

    （氏名・フリガナ）考藤 達哉・カントウ タツヤ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


